
意見回答

番号 ページ 章番号・項番号・タイトル等 意見等 理由 回答

1 57
メンテナンス用クライアント
〔M-1〕～〔M-2〕

要望：1677万色を表示可能なこと。約1677万色
にご変更をお願い致します。

表示色については厳密な数値での表現が難しい
為。

表記方法は一般的であると考えますので、要件定義書
（案）に記載の通りとします。

2 57
メンテナンス用クライアント
〔M-1〕～〔M-2〕

質問：その他　マウスを装備すること。マウス仕
様の詳細はございますでしょうか。

ノートPCに接続可能で通常利用に支障がないものであ
れば問題ないため特に詳細な仕様はありません。

3 57
メンテナンス用クライアント
〔M-1〕～〔M-2〕

質問：その他　セキュリティーチェーンを装備す
ること。セキュリティーチェーン仕様の詳細はご
ざいますでしょうか。

盗難等を防止することが可能であれば問題ないため、特
に詳細な仕様はありません。

※意見には、メンテナンス用クライアント〔M-1〕～〔M-2〕
が該当箇所として記載されていますがP.58[C-1]～[C-
8]、[C-9]～[C-10]、P.61[H-1]～[H-11]に関する意見と
解釈しました。

4 59
ドキュメントスキャナー〔C-
14〕～〔C-15〕

質問：出力解像度　600dpi以上であること。これ
は読み取り解像度として認識してよろしいでしょ
うか。

要件定義書（案）に記載の通り解釈ください。

5 59
ドキュメントスキャナー〔C-
14〕～〔C-15〕

提案：読み取り速度　A4白黒２値片面200dpi：５
０枚/分以上であること。３０枚/分以上など、速
度の幅を広げて頂くことをご提案させて頂きま
す。

各社のA4スキャナを確認したところ、読み取り速度
を許容して頂くことで、選定の幅が広がります。選定
の幅を広げることで各社の競争が起こり、結果導入
コスト削減となりますので修正をご提案致します。

必要な要件のため要件定義書（案）に記載の通りとしま
す。

6 60 プロジェクター〔K-52〕
提案：インターフェース　DVI-１　を有すること。
DVI-1　の削除をご提案致します。

各社の持ち運びに適した大きさのプロジェクターを
確認したところ、DVI端子無しにして頂くことで、選定
の幅が広がります。選定の幅を広げることで各社の
競争が起こり、結果導入コスト削減となりますので修
正をご提案致します。

必要な要件のため要件定義書（案）に記載の通りとしま
す。

7 6
調達仕様書（案）
4.スケジュール

契約予定日やプロジェクトの開始日についても
記載すべきではないでしょうか。

主たるマイルストーンで完了日は明確になっていま
すが、開始日が明確にならないと正確な見積りおよ
び体制をとることができません。

契約はハードウェア・ソフトウェア納入事業者選定後なる
べく早期に実施することを想定しています。
プロジェクト開始も同様にハードウェア・ソフトウェア納入
事業者選定後なるべく早期に開始することを想定してい
ます。
プロジェクトの全体工程は、閲覧資料にて確認が可能で
す。
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意見回答

番号 ページ 章番号・項番号・タイトル等 意見等 理由 回答

8 10
調達仕様書（案）
5.1.2ハードウェア・ソフトウェ
ア納入事業者の役割

「設計・開発事業者への運用・保守引継ぎの実
施」とありますが、引継ぎ先は運用・保守事業
者であるべきだと考えます。

「設定内容の変更や保守対応」については、運用・
保守事業者からの作業依頼を受けて作業実施する
ことになりますので、ハードウェア・ソフトウェア納入
事業者の引継ぎ先については運用・保守事業者と
すべきと考えます。ただし、引継ぎを実施する際に内
容の確認（共有）という観点では、設計・開発事業者
も入っていただく必要もあると思います。

調達仕様書（案）に記載の通りハードウェア・ソフトウェア
納入事業者の引継ぎ先は、設計・開発事業者となりま
す。
設計・開発事業者は、運用・保守事業者にハードウェア・
ソフトウェア納入事業者から引き継いだ内容及び設計・
開発に関する事項について教育を行うことで引き継ぎを
実施ます。

9 13
調達仕様書（案）
5.2.1(3)動作確認実施計画書
及び動作確認仕様書の策定

動作確認仕様書の中に「合否判定基準」とあり
ますが、これは、設計・開発事業者より提供さ
れるべきものではないでしょうか。

環境構築の基本設計、パラメータ設計は、設計・開
発事業者にて行われます。合否判定の基準は、そ
れら設計をされた部門にて作成されるべきであっ
て、ハードウェア・ソフトウェア納入事業者が勝手に
基準を設けるべきではないと考えます。

「合否判定基準」は、ハードウェア・ソフトウェア納入事業
者が作成するものとなります。
設計・開発事業者は、ハードウェア、ソフトウェア等に設
定するパラメータの基となるパラメータ設計情報を作成し
ます。
ハードウェア・ソフトウェア納入事業者は、設計・開発事
業者から提供されるパラメータ設計情報を基に納入する
ハードウェア、ソフトウェア等（移設する機器類も含む）に
設定する具体的な値を確定させます。

ハードウェア・ソフトウェア納入事業者は、ハードウェア・
ソフトウェアの動作確認作業において設計・開発事業者
より提示される資料及びハードウェア・ソフトウェア納入
事業者の設定事項を基にして動作確認項目及びその動
作確認項目に対する合否判定基準を作成します。

10 14
調達仕様書（案）
5.2.1(5)各種ネットワーク・
データセンターの整備

「運用・保守事業者の作業拠点は～、本調達時
点では未定である。」とありますが、未確定の状
態である場合には、見積りの対象外とすべきで
はないでしょうか。

ネットワーク費用は、距離に依存するため場所が確
定されていないと見積もることができません。また回
線敷設作業も場所が特定されないと正確に見積もる
ことが困難となります。(回線敷設にあたっての提供
可否および作業等、設置場所が確定してからの調
査、作業となります。また場所が特定されていないと
サービスインにも間に合わなくなります。)

運用・保守事業者の作業拠点は機構(神谷町）より2時間
以内の首都圏を想定するとの条件を記載（要件定義書
（案）を参照ください。）しておりますので見積可能と考え
ます。

11 15

調達仕様書（案）
5.2.1(8)電子申請システムの
移設実施計画書および移設
動作確認仕様書の策定

「移設作業期間における一連の作業の流れの
中で、不具合等が～、考えられるケース全てを
洗い出した上で、それらの対応について検討し
記載すること」とありますが、どのようなケース
を想定しているか、具体的に記載しておくべき
ではないでしょうか。

「全て」という表現では、３件程度にまとめて記載す
るようなイメージをもって見積もるベンダーもあれ
ば、細かく１０件以上想定し、見積りを行うベンダー
もあると思います。当然、３件程度と想定して見積も
るベンダーの方が安く見積もることができますが、障
害対応においてこの考え方をとるのは危険です。慎
重に検討してもらうためにも、想定されるケースを記
載しておくべきです。

電子申請システムの移設の具体的な方法は提案者の検
討範囲であるため、ご意見の事項についても提案者の
検討範囲と考えます。
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意見回答

番号 ページ 章番号・項番号・タイトル等 意見等 理由 回答

12 16

調達仕様書（案）
5.2.1(8)電子申請システムの
移設実施計画書および移設
動作確認仕様書の策定

移設動作確認仕様書の中に「合否判定基準」と
ありますが、これは、機構側より提供されるべき
ものではないでしょうか。

合否判定の基準は、現在のシステム環境（動作）を
熟知されている機構側の動作確認により実施される
べきであり、ハードウェア・ソフトウェア納入事業者が
勝手に基準を設けるべきではないと考えます。

No9の回答を参照ください。

13 19
調達仕様書（案）
5.3.1ネットワーク要件

「本調達時点では運用・保守事業者の作業拠
点は、未定である。」とありますが、未確定の状
態である場合には、見積りの対象外とすべきで
はないでしょうか。

ネットワーク費用は、距離に依存するため場所が確
定されていないと見積もることができません。また回
線敷設作業も場所が特定されないと正確に見積もる
ことが困難となります。

No10の回答を参照ください。

14 19
調達仕様書（案）
5.3.2ハードウェア・ソフトウェ
ア要件

「データセンターに設置する機器の監視は、費
用対効果を考慮し、データセンターが提供する
監視サービスを利用すること」とありますが、こ
れに限定する必要はないと考えます。
データセンターの機能としての監視を行うか、
監視サーバを設置するかは、ハードウェア・ソフ
トウェア納入業者の判断に委ねるべきと考えま
す。

データセンターに設置の監視サービス（機能）と、要
件定義・設計で確定する監視の機能、および電子申
請システムの機器要件と一致せず、要件を満たせな
い可能性があります。

意見を調達資料に反映します。
機構が要求している要件を満たし機器の監視をサービ
スとして提供するのであれば、データセンターが提供す
る監視サービスの利用に限定しないこととします。

15 23
調達仕様書（案）
6.保証要件(6)

「搬入、設置、動作確認作業が完了してから本
稼働日までの間」とありますがパッチ提供対応
は動作確認終了までの間と考えます。

パッチについては適用に時間を有する場合もあり、
また適用には調査、判断が必要になりますので、本
稼動日直前の適用はシステムに与える影響が大き
いためです。

ハードウェア・ソフトウェア納入事業者が動作確認を行っ
た後、総合テストや受入テストを実施する予定としており
ます。これらテスト段階で検出した不具合を解消するた
めにパッチを適用する可能性が考えられることから期間
は、要件定義書（案）に記載の通りとします。

※意見には、6.保証要件(6)が該当箇所として記載されて
いますが、6.保証要件(5)に関する意見と解釈しました。

16 2
要件定義書（案）
1.システム概要

LDAPサーバで利用される認証ソフトウェア
「Tivoli Access Manager for e-business」の見
積にあたっては、利用ユーザ数の総数のほか
に、
　・　内部ユーザ（機構様内在籍ユーザ）
　・　外部ユーザ
の内訳が必要となると考えます。

認証ソフトウェア（Tivoli Access Manager for e-
business）の見積に必要なためです。

要件定義書に意見を反映し、見積に必要な情報を記載
します。

認証ソフトウェア（Tivoli Access Manager for e-
business）は次の情報を基に見積をお願いします。
　・　内部ユーザ：50
　・　外部ユーザ：90000

17 6
要件定義書（案）
3.1(4)ネットワーク回線の提
供と敷設

「運用・保守事業者の作～敷設結線すること。」
と記載されていますが、いつまでに確定するの
か明記すべきであると思います。

敷設工事を行うにあたり、時間を要する場合がある
ので時期がある程度明確にされている必要がある
ためです。
（運用・保守事業者の作業拠点が確定した後に作業
を行うものに関しても同様。）

調達仕様書に確定時期を記載します。
なお、運用・保守事業者は、平成22年（2010年）3月中旬
に決定する予定であり、運用・保守事業者の作業拠点も
この段階で決定する予定です。ハードウェア・ソフトウェ
アの納入時期は運用・保守事業者決定後の協議事項と
なります。
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意見回答

番号 ページ 章番号・項番号・タイトル等 意見等 理由 回答

18 6
要件定義書（案）
3.1(5)ハードウェアの納入

「運用・保守事業者の作業拠点側のハードウェ
アは運用・保守事業者の作業拠点が確定した
後に納入すること」とありますが、確定予定時
期を明記するべきかと考えます。

機器準備及び構築スケジュールを計画するために
は、時期を想定し、見込みを立てる必要があると考
えます。

No17の回答を参照ください。

19 6
要件定義書（案）
3.1(6)ソフトウェアの納入

「運用・保守事業者の作業拠点側のソフトウェ
アは運用・保守事業者の作業拠点が確定した
後に納入すること」とありますが、確定予定時
期を明記するべきかと考えます。

機器準備及び構築スケジュールを計画するために
は、時期を想定し、見込みを立てる必要があると考
えます。

No17の回答を参照ください。

20 8
要件定義書（案）
3.1（8）ソフトウェアのインス
トールと各種設定

「ハードウェア・ソフトウェア納入事業者は、設
計・開発事業者が提供する基本設計書～ソフト
ウェア・インストールマニュアルを作成するこ
と。」とありますが、作成対象は、インストールマ
ニュアルだけではなく、「機能設計書」も追加し
ていただいた方がよいとか考えます。
また、要件の整合、記載内容については修正
が多い場合構築までの時間をどこまでかけら
れるかの記載をいただきたいのですが可能で
しょうか。

インストールマニュアルの内容の定義にもよります
が、マニュアルは製品によってすでに内容が決まっ
ており出来上がってる物が多く、お客様用個別の内
容が記載されるものではないと考えます。
また、設計・開発事業者が作成する各種設計書の内
容については、未確認の状況にあり、その実現可否
判断が困難になるためです。

インストールマニュアル作成に関する意見については要
件定義書に意見を反映します。

搬入・設置設定・動作確認（設計・開発事業者の確認含
む）及び設計・開発事業者への引継ぎ（電子申請システ
ムの移設に関するものを除く）を含む構築完了時期は、
調達仕様書（案）に記載しているスケジュールの通り平
成22年（2010年）2月中旬までとします。

21 12
要件定義書（案）
3.2（2）移設前作業

「設計・開発事業者から移設機器ネットワーク
パラメータ値設定表及び監視エージェントのパ
ラメータシートの引継ぎを受けること」とあります
が、引継ぎ対象に、移設前のパラメータシート、
配置図、結線図を含める必要があると考えま
す。

円滑な移設作業を行うためには、移設前の情報（配
置図、結線図など）が重要になるためです。

システムの配置、結線については受注後に実施する現
地調査にて確認ください。移設前のパラメータについて
は、閲覧資料にて確認可能です。

22 12
要件定義書（案）
3.2（6）運用引継ぎ書の作成
と引継ぎ

運用・引継ぎ書の内容については、以下のド
キュメントが必要になると考えますので、追加し
ていただきたいです。

①ドキュメント全般
　　運用設計書（要件定義書、外部
     設計書、内部設計書）
②ハードウェア
　　製品型番・シリアル番号
③ソフトウェア
　　ソフトウェア一覧、バージョン、
    ＰＴＦレベル

引継ぎ内容については記載の内容では不足である
との認識であるためです。（記載されている引継ぎ項
目では、運用業者側のドキュメント作成workが発生
する事となり、結果的にコスト増となる可能性がある
ため）

電子申請システムは移設作業を行うため、主に移設に
伴い変更した部分について必要なドキュメントを作成す
ることになります。今回の作業で変更を加えない部分に
ついては基本的にドキュメント作成は不要と考えます。

なお、意見にある②ハードウェア、③ソフトウェアについ
ては、本調達で導入する機器等に関しての引継ぎ内容と
して要件定義書に意見を反映します。

4／40



意見回答

番号 ページ 章番号・項番号・タイトル等 意見等 理由 回答

23 14
要件定義書（案）
3.3運用要件

「データセンターは、オペレーションサービスを
有し、オペレーション作業を行うこと」とあります
が、対応時間帯についての記載がございませ
ん。オペレーション実施時間帯の記載が必要と
考えます。

夜間帯に作業が発生する場合には、２４時間の対応
（待機）が必要になります。作業に必要な人数（体
制）は、要件定義書に記載されている「頻度」で見積
もることができますが、３交代制をとるか否かで見積
りが異なってくるためです。

オペレーション対応時間の指定が必要なものについて
は、要件定義書にオペレーション対応時間を記載しま
す。

24 15
要件定義書（案）
3.4監視要件

「データセンターは、以下の機器サービスを有
し、本システムの監視を常時行なうこと。監視
エージェントはデータセンターが提供すること」
とありますが、「監視エージェント（監視SW）は
メーカー保障のある製品を選定すること」を追
記する必要があると考えます。

運用・保守業者にて運用を実施することになると思
いますが、メーカーによるSW保守サービスが存在し
なければ運用が困難になるためです。

ハードウェア・ソフトウェア納入事業者の責任でサービス
を提供頂くことになりますのでメーカー保証の記載までは
不要と考えます。

25 18
要件定義書（案）
3.5保守要件

「ハードウェア・ソフトウェア納入事業者」と「運
用・保守事業者」の切り分け
　・役割分担
　・責任分担
　・連絡体制（連絡方法、連絡の
     タイミング）
　・情報共有の方法
　・必要スキルレベル
などについて、より詳細な記載が必要と考えま
す。

現在の要件定義書の記述では、見積り範囲（作業範
囲、責任範囲）が明確なっておらず、各ベンダーの
想定で見積もることになります。その結果、作業の漏
れや矛盾が生じる可能性が高くなります。

意見を要件定義書に反映し必要な記載を追記します。

なお、必要スキルレベルについては、提案者の検討事項
と考えます。

26 18
要件定義書（案）
3.5.1ネットワーク保守要件

「対応時間帯は月曜日から土曜日（祝日を除
く）の8:00～18:00とし、～故障通知時はその発
生時より30分以内に機構及び運用・保守事業
者へ行い、速やかに故障回復させること」とあり
ますが、キャリアによっては、当該時間帯が対
象外になる場合もありますので、その旨をご了
承いただきたく存じます。

ネットワーク回線の保守については、キャリアが提
供する時間帯に依存し、必ずしも左記記載の時間帯
に対応できるとは限らないためです。

ネットワーク保守の対応時間帯の要件は、要件定義書
(案）に記載の通りとします。

27 18
要件定義書（案）
3.5.1ネットワーク保守要件

「故障通知はその発生時より30分以内に～速
やかに故障回復させること」とありますが、対応
時間帯外の問合せの必要性の有無を明記する
必要があると考えられます。

受付時間外が必要な場合は、保守費用等の御見積
金額が変わるためです。

対応時間帯を記載していることから要件定義書（案）に
記載の通りとします。
なお、対応時間帯に通知を受けた場合は当日対応とし、
対応時間帯外に受付けた通知は翌営業日の対応とする
ことと理解ください。
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28 18
要件定義書（案）
3.5.2ハードウェア保守要件

「保守契約期間内は、～調達を保証すること」と
ありますが、保守契約の「期間」が明記されて
いませんので、記載が必要と考えます。

期間によっては、保守契約を結ぶことのできない機
器もあると思います。
また、機器によっては、単年度、複数年契約など年
数によっては契約金額がことなる場合もございま
す。

期間については、調達時に明らかにします。

29 18
要件定義書（案）
3.5.2ハードウェア保守要件

「2時間以内にシステム機器設置場所に到着
し、作業を開始すること」とありますが、当該時
間が「保守時間外」の場合の記述も必要と考え
ます。

月曜日から土曜日の8:00～18:00で体制を組めばよ
いのか、夜間にオペレーション要員（HWベンダー手
配）を配置する必要があるかによって、見積りが異
なります。
そのため当項目が、保守時間内に限った制限なの
かどうかの記載が必要と考えます。

要件定義書で表現を見直します。

なお、本記載は月曜日から土曜日（祝日を除く）の8:00～
18:00のオンサイト保守対応の条件となります。

30 19
要件定義書（案）
3.5.3ソフトウェア保守要件

「ソフトウェアライセンスが有効期限切れになる
前にその更新作業を行うこと。」とありますが、
こちらの要件は外すべきかと考えます。

ソフトウェアのバージョンアップにつきましては、その
上で稼動する他のソフトウェア、ならびにアプリケー
ションへの影響が想定され、単体でバージョンアップ
などの更新作業を行うことは困難と考えます。

本記載は、要件定義書（案）の通りとします。

ソフトウェアのバージョンアップの実施については要件定
義書（案）に記載のある通り機構が承認した上で、運用・
保守事業者が行うことになります。

31 19
要件定義書（案）
3.5.3ソフトウェア保守要件

ソフトウェア保守における
「障害時のログ取得等の障害原因調査稼動」
についての記載がないため、運用・保守事業者
の作業であることを明記する必要があると考え
ます。

現在の記述では、障害発生時、その原因の究明、調
査を行うことが必要になると考えます。この作業に対
して、範囲（作業範囲、責任範囲）が明確なっておら
ず、各ベンダーの想定で見積もることになります。
その結果、作業の漏れや矛盾が生じる可能性が高く
なります。

提案者の認識の通り運用・保守事業者の作業となりま
す。
調達対象外の作業については記載する必要はないと考
えるため要件定義書（案）に記載の通りとします。

32 19
要件定義書（案）
3.5.3ソフトウェア保守要件

ソフトウェア保守において、以下の作業につい
て、明記した方がよいと考えます。（ただし、こ
れらの作業は運用・保守事業者の作業範囲
（役割）と考えておりますので、その旨も明記し
ていただければと存じます）
　・障害対応依頼
　・「設定変更」が必要となるような作業
    依頼
　・技術的なQAなどの問合せ

「技術問題点」などについて問合せがある場合に
は、相応の対応要員を配置する必要があります。
結果、オペレーション要員スキルレベルに違いが生
じ、見積もりが変わるためです。

障害対応や設定変更などは運用・保守事業者が行うこと
となります。
ハードウェア・ソフトウェア納入事業者は、ソフトウェア保
守として技術的な問合せに対応しますので要件定義書
に技術的な問合せ対応について記載します。

33 41
要件定義書（案）
4.2.3(2)サーバー機器一覧3-
27、3-28

「バッチ処理兼メールサーバは、１機内に２
サーバ機能を内蔵する形式のハードウェアに
よるフォールトトレラント（未停止、ホットスタン
バイ）構成とする。」とありますが、ハードウェア
の機能に限る必要性はないと考えます。

冗長化に関しては、ソフトウェアによるクラスタリング
機能でも十分要件をみたすことができるためです。

障害発生時に無停止で切り替える必要があることから要
件定義書（案）に記載の通りとします。
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34 47
要件定義書（案）
4.2.4サーバ機器要件

電源の要件として、「冗長化用途で使用可能な
２系統の内蔵電源を有すること」とありますが、
中の「電源経路」に関しても冗長化されているこ
との記載をしておく必要があると考えます。

電源障害のシステムへの影響は計り知れません。
「２系統の内蔵電源を有すること」だけの記載では、
「電源I/Fが冗長化されていればよい」とも受け取れ
ます。電源経路が２重化されていないと、電源の口
が２重化されていても、サーバの電源を失うことにな
ります。
そのため障害時への影響を考えると「電源経路」に
関しても「２重化されていること」と明記しておく必要
があると考えます。

「冗長化用途で使用可能な２系統の内蔵電源を有するこ
と」は、「電源I/Fが冗長化されていればよい」のではな
く、電源経路が２重化されていることを意図しておりま
す。

35 47
要件定義書（案）
4.2.4サーバ機器要件

バックアップ要件に関して、以下の情報も必要
になると考えます。
　・バックアップデータ容量
　・バックアップスケジュール
　・バックアップ時間帯
　・保管世代数
　・テープの外部保管有無

バックアップ必要となるデータ保管のためです。

テープは運用保守事業者でも保管します。
バックアップデータ容量、バックアップスケジュール、バッ
クアップ時間帯、保管世代数の詳細については設計段
階のため未決定です。
サーバ機器やストレージ等のディスク容量等は要件定義
書（案）の各要件を参照ください。

36 57
要件定義書（案）
4.2.5クライアント機器要件

ノートＰＣのCPU（INTEL C2D P9500）、デスク
トップＰＣのCPU（INTEL C2D E8400)とスペック
の高いものが指定されておりますが、メンテナ
ンスおよびNotes/Dominoの操作にここまで高
いモデルは必要ないと考えております。

クライアントの処理速度は、CPUの処理性能よりも、
メモリサイズに依存します。
（OSがXPであれば、２GB以上のメモリが搭載されて
いればよく、Vistaである場合には、３GB以上の搭載
が必要になると考えます。）

PCとして一般的な要件であると考えるため、要件定義書
（案）に記載の通りとします。

37 69
要件定義書（案）
4.3.1サーバ機器稼動ソフト
ウェア要件

クラスタ構成を実現するためのソフトウェアとし
て、「NEC CLUSTERPROx2.0以上であること。」
と指定してありますが、記述すべきではないと
思います。

同様の機能を持つソフトウェアは他にも存在し、指
定する理由がないためです。

クラスタ構成を実現するためのソフトウェアとして記載の
ソフトウェアを前提として設計を実施しています。作業の
手戻りを回避するために要件定義（案）に記載の通りとし
ます。
なお、一般に購入可能な製品であり、調達において特に
問題がないと考えます。

38 89
要件定義書（案）
4.3.2クライアント機器稼動ソ
フトウェア要件

Notes/Dominoクライアント（デスクトップ）のみ
に、バックアップリカバリーソフトウェアの要件
が記載されておりますが、他のクライアントにも
必要と考えます。

運用を考慮すると、障害発生時には、すべてのクラ
イアント用の復旧の仕組みが必要であると考えるた
めです。

Notes/Dominoクライアント（デスクトップ）はファイルサー
バとしての使用を想定してるためバックアップリカバリー
ソフトウェアの要件を記載しています。他のクライアント
には不要と考えるため、要件定義書（案）に記載の通りと
します。

39 91
要件定義書（案）
5.(2)建物に関する要件

「24時間365日 無停電にて電源供給可能であ
る設備を有する」という内容について追記した
方が良いと考えます。

24時間365日無停電での電源供給は建物要件として
必須であると考えられるためです。

意見を要件定義書に反映します。
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40 91
要件定義書（案）
5.(2)建物に関する要件

耐震性能は、震度記載のみならず、「ＧＡＬ（地
動化速度）」に関する記載も追記した方が良い
と考えます。

震度とは、ある地点での地面の揺れの大きさを示し
たものであり、震度によって地震そのものの大きさを
表すことが出来ず、また、観測点の地盤や地形など
によっても異なります。よって、Ｇａｌ （地動加速度）を
基準として表記もしくは条件を決定させた方が良い
と考えます。

震度の記載のみで十分と考えるため、要件定義書（案）
に記載の通りとします。

41 91
要件定義書（案）
5.(2)建物に関する要件

書架設備についての「耐火」に関する記載を追
記した方が良いと考えます。

書架設備にも多数の種類が存在するため、最悪の
ケースを想定し、耐火機能を有する記載をした方が
良いと考えます。

書架設備の「耐火」までは要件としません。

42 92
要件定義書（案）
5.(5)入退出管理に関する要
件

監視カメラの追跡記録の記載だけでなく、入退
出に関する「アクセスログ」の開示要求に応じ
れる事について記載した方が良いと考えます。

万が一、セキュリティ事故が発生した場合、監視カメ
ラの情報だけでは追跡が難しいため、アクセスログ
収集を実施している事が望ましいと考えます。

意見を要件定義書に反映します。

43 92
要件定義書（案）
5.(5)入退出管理に関する要
件

追跡記録の保存については、１ヶ月では少ない
と考えられるため、「最低１年間」の保管に関す
る表記をした方が良いと考えます。

セキュリティ事故が発生した場合、過去に遡り調査
する事が多いため、最低１年間以上の保管が必要と
考えます。

記録の保存期間に関する要件は1ヶ月以上で良いと考え
るため、要件定義書（案）に記載の通りとします。

44
要件定義書

（案）
P.14

3.3 運用要件

「機器の電源OFF/ON及び再起動」、「バック
アップ媒体保管」及び「運用・保守業者からの
照会対応」のうち対象機器またはシステムへの
オペレーションが伴うもの、に関しては要件定
義書（案）「3.1　搬入・設置に関する要件」に記
載の”ハードウェア設定書”及び”ソフトウェアイ
ンストールマニュアル”と同様、ハードウェア・ソ
フトウェア納入事業者にて作成し、設計・開発
事業者と整合し、必要に応じて修正する等の確
認を受けることとしていただきたい。

再起動の手順及びバックアップの手順に関する設
計も、システムの設計に係る一部であり、”ハード
ウェア設定書”や”ソフトウェアインストールマニュア
ル”と同様の位置付けで対応すべきと考えるため。

システムとしての手順を必要とする「機器の電源
OFF/ON及び再起動」については設計・開発事業者より
手順をハードウェア・ソフトウェア納入事業者に提示する
こととします。（機器単体の手順は除く）
「バックアップ媒体保管」及び「運用・保守業者からの照
会対応」については、オペレーションの内容について設
計・開発事業者に確認を求めることは可能です。
3.3運用要件に示す運用業務の実施において、ハード
ウェア・ソフトウェア納入事業者は、マニュアル・手順等を
作成することとし、作成したマニュアル・手順等は機構へ
提示することとします。

45
要件定義書

（案）
P.14

3.3 運用要件

電子申請システムに係るオペレーション作業の
うち、「媒体/マニュアルの保管」に関しては、
「その方法を機構と協議の上確定すること」と
し、確定した方法でのマニュアルの再作成につ
いても明示いただきたい。

電子申請システムに係るオペレーション作業につい
て、「機構から提供されたマニュアルを基に、以下の
作業を行うこと。」とありますが、「媒体/マニュアルの
保管」に関してはデータセンター側の機器設置室と
は別の保管スペースの利用を前提としたマニュアル
に変更すべきであるため。

意見を要件定義書に反映します。
電子申請システムに係るオペレーション作業について
は、機構から提供したマニュアルに必要な修正を加え機
構に提示することとします。（機構と協議の上、内容を確
定することとします。）
なお、現行のマニュアルは閲覧資料にて確認可能です。

8／40



意見回答

番号 ページ 章番号・項番号・タイトル等 意見等 理由 回答

46
要件定義書

（案）
P.15

3.4 監視要件
システムログ監視

Windowsサーバのイベントログ、UNIX及びLinux
サーバのシステムログ上で稼働状況を監視す
るために必要な文字列は指定いただきたい。

アプリケーションログと同様、各システムの特性上、
稼動監視すべき対象のログ（文字列）は

主にエラーに関するものを監視することになりますが、全
ての条件を記載することは現実的でないため、要件定義
書（案）に記載の通りとします。

47
要件定義書

（案）
P.18

3.5.2 ハードウェア保守要件

「～、2時間以内にシステム機器設置場所に到
着～～」の記述を「4時間以内を目標としてシス
テム機器設置場所に到着～～」へ変更いただ
きたい。

2時間以内とした場合対応可能なベンダーが限定さ
れることにによりコストを含めた最適な構成での提案
が難しくなります。
※特殊な機種の場合は近隣のサービスデポでは部
品を常備していない場合もあります。

必要な要件のため要件定義書（案）に記載の通りとしま
す。
なお、”・・・２時間以内にシステム機器設置場所に到着
し、作業を開始すること”という要件では、交換部品等の
持参を必須の要件として求めている訳ではありません。

48
要件定義書

（案）
P.20

4.1.2 (2)インターネット接続
要件

主要なISPと商用IXとの記載があるが、主要な
ISP×2での接続も許容されますか。

最短経路での接続を実現するために商用IXとの接続は
必要と考えますので要件定義書（案）に記載の通りとしま
す。

49
要件定義書

（案）
P.29

4.2.2 (1) ネットワーク機器共
通要件

外部DNSサーバと時刻同期出来ることとの記
載がありますが、時刻同期可能な内部NTPに
同期可能という要件も許容されますか。

セキュリティを重視した環境構築のため。 意見を要件定義書に反映します。

50
要件定義書

（案）
P.51,P.53

4.2.4 (2)サーバ機器個別要
件（ドメイン３）ストレージ
#1[3-18]、ストレージ#2[3-
29]

拡張性の要件内「ストレージ統合機能」及び「ユ
ニット」で表現している内容を具体的に明示い
ただきたい。

機器選定において選択が多岐にわたり、コスト差が
非常に大きくなる可能性があるため、最適なサイジ
ングをする上で内容を明確にしていただく必要があ
ります。

ストレージ統合機能とは、追加したストレージを１つのユ
ニットとして使用できることを指します。
追加したストレージを１つのユニットとして使用できること
とは、ストレージを追加してもOSからは、１つのボリュー
ムとして認識できることを指します。

51
要件定義書

（案）
P.51,P.53

4.2.4 (2)サーバ機器個別要
件（ドメイン３）ストレージ
#1[3-18]、ストレージ#2[3-
29]

ストレージの選定に当たり、以下内容を明記い
ただきたい。
　・接続するサーバ、アプリケーションの種類
　・必要容量（最大、拡張性についての要件）
　・最大LUNサイズ（1LUNあたり）
　・オンライン拡張要件の有無
　・置かれるファイルの種類/ファイル数

最適なサイジングをする上で必要となるため。

・ストレージには、主にOracle、Notes、全文検索機能の
データが格納されることになります。
・必要容量については要件定義書（案）の内蔵ディスク要
件に示す通りとなります。LUNサイズについては、要件定
義書（案）に示す要件で１つのLUNが構成できれば問題
ありません。
・オンライン拡張要件は不要です。
・置かれるファイルの種類/ファイル数は現時点では不明
です。
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52
要件定義書

（案）
P54,P55,P56

4.2.4 (2)サーバ機器個別要
件(ドメイン4)コールログDB
サーバ[4-1],バックアップ#2
サーバ[4-8],システムログ
サーバ[4-5]

AIT5規格となっているが、他のサーバと同様に
LTO4の規格へ変更していただきたい。

機器を統一した方が安価に提供でき、且つ、バック
アップの設計も統一した設計・計画が行えるため。

要件定義書に意見を反映します。
AIT5規格に加えLTO4も可とします。

53
要件定義書

（案）
P.53

4.2.4 (2)サーバ機器個別要
件（ドメイン３）バッチ処理兼
メール#1サーバ#1[3-27]／
バッチ処理兼メール#2サー
バ#1[3-28]

冗長化構成の要件「１機（筐体）にサーバ機器
を物理的に２つ内蔵する、～」を削除いただき
たい。

機種がNEC　Expressサーバに限定されてしまうた
め、2台の構成で1台のフォルトトレーランスが利用で
きる他の製品も選択しとして加えていただきたいと思
います。
メーカーを統一する観点からもより多くのメーカーを
選択できるようにしていただきたい。

No33の回答を参照ください。

54
要件定義書

（案）
P.63

4.3.1 (2)バックアップ要件
3つの方法について世代管理方法・取得時間の
要件などを明示いただきたい。

フルバックアップや、差分・増分バックアップと世代
管理要件によりストレージディスク容量の正確な容
量のサイジングが行えるようにするため。

世代管理方法・取得時間については設計段階のため未
決定です。
ストレージディスク容量は、ストレージ機器の要件を参照
ください。

55
要件定義書

（案）
P.64～

4.3.1 (3)サーバー機機ソフト
ウェア個別案件

テストNotes、WEB#1、#2、#3、DB#1、#2、LEI、
バッチ処理兼メール#1、#2、コールログDBの各
Notes/dominoサーバーについて、導入設定作
業の内容範囲について明示していただきたい。

新規導入にて指定されたdominoシステムが動作す
る環境構築のみであるか、または、既存システムか
らのユーザーやメール、アプリケーションを移植する
必要があるかにより作業内容が異なるため。

Dominoシステムが動作する環境構築を行うことが導入
設置作業範囲となります。この作業には、設計・開発事
業者から提供されるパラメータ設計情報を基にした設定
値設定・動作確認等作業を含みます。
ハードウェア・ソフトウェア納入事業者の作業には既存シ
ステムからのユーザーやメール、アプリケーションの移
植は含みません。

56
要件定義書

（案）
P.69、P.74

4.3.1 (3)サーバ機器稼働ソフ
トウェア要件
サーバ機器稼働ソフトウェア
個別要件（ドメイン3）
・ファイル共有#1サーバ[3-7]
・ファイル共有#2サーバ[3-8]
・DB#1サーバ[3-16]
・DB#2サーバ[3-17]

クラスタリングソフトウェアの要件内「NEC
CLUSTERPRO X2.0」の記述を削除いただきた
い。

同等機能を満たす製品であれば他の製品でも問題
ないでしょうか？
特定の製品よりは構築経験のあるソフトで構築を行
いたいため。

No37の回答を参照ください。
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意見回答

番号 ページ 章番号・項番号・タイトル等 意見等 理由 回答

57
要件定義書

（案）
P.86

4.3.1 (3)サーバ機器稼働ソフ
トウェア要件
サーバ機器稼働ソフトウェア
個別要件（ドメイン3）

・バックアップ#2サーバ[4-7]を［4-8］へ記述を
変更いただきたい。

他ページの記述より、［4-7］は[4-8]の誤記であると
認識しております。

意見を要件定義書に反映します。

58
要件定義書

（案）
P88

4.3.2 (1)クライアント稼動機
器ソフトウェア要件

クライアントにもウイルス対策を行うことになっ
ているが、管理サーバの記載が無いため、明
記願います。

クライアント側にも管理サーバが必要です。

管理サーバは不要ですので要件定義書（案）に記載の
通りとします。
ウィルス定義ファイルの更新は、ウィルス定義の自動更
新機能によりインターネット経由で行うことを想定してい
ます。

59
要件定義書

（案）
P.88～

4.3.2 (1) クライアント機器稼
働ソフトウェア個別要件

LotusNotes/Domino8.5ソフトウェアにおいて、
Notes/Dominoシステムの開発機能が必要であ
るか。　また、必要な場合の導入先を明示して
いただきたい。

Notes/dominoシステムの開発にはDominoDesigner
の導入とライセンスが必要となるため。

開発機能が必要になるため要件定義書に意見を反映し
ます。
なお、開発機能はP.90[H-1]～[H-12]が導入対象機器と
なります。

60
要件定義書

（案）
P.91

5. (2) 建物に関する要件
2行目

建物は”専用建築物とすること”とあるが、”専
用建築物であることが望ましい”または”専用建
築物”の指定は削除いただきたい。

建物として、他要件項目の通り、データセンターに求
める耐火・耐震性能や電源、空調、漏水対策や雷対
策、物理セキュリティ等々の要件を満たしていれば、
オフィス等が同居した共用建築物であっても問題は
無いのではないと考えるため。

意見を要件定義書に反映します。

61
要件定義書

（案）
P.91

5. (2) 建物に関する要件
7行目

自家発電機については、”冗長化されているこ
とが望ましい”、としていただきたい。

自家発電機は、主に電力会社等の障害発生時に利
用するが、その状況下で、かつ自家発電機の障害と
いう二重障害への対策は必要要件でしょうか？自家
発電機は高額のため、サービス提供価格へのイン
パクトが比較的大きくなると考えます。

意見を要件定義書に反映します。

※意見には7行目と記載されていますが、7項目：”UPS
及び・・・”を該当箇所と解釈しています。

62
要件定義書

（案）
P.91

5. (2) 建物に関する要件
12行目

「さらに…」以降は必須要件でしょうか（「～こと
が好ましい」等の要求事項とはならないでしょう
か）。

対応コストが高額となり、サービス提供価格へのイン
パクトが比較的大きくなるため。

必要な要件と考えるため要件定義書（案）に記載の通り
とします。

※意見には12行目と記載されていますが、12項目：”雷
対策として、・・・”を該当箇所と解釈しています。
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意見回答

番号 ページ 章番号・項番号・タイトル等 意見等 理由 回答

63
要件定義書

（案）
P.91

5. (2) 建物に関する要件
15行目

必須要件でしょうか。
建築基準法での規定以上の補強は対応コストが高
額となり、サービス提供価格へのインパクトが比較
的大きくなるため。

必要な要件です。

※意見には15行目と記載されていますが、15項目：”災
害対策として・・・”該当箇所と解釈しています。

64 70
・全文検索サーバ [3-9]
オペレーティングシステム

【要件】
最新のMicrosoft Windows ActiveDirectory規格
に準拠又は
対応し、ディレクトリクライアント機能を有した、
サーバコンピュータ用のWindowsオペレーティン
グであること。
Standardエディション以上であること。
64ビット版であること。

と記述があり、Windowsオペレーティングシステ
ムが指定されておりますが、同等機能以上で仕
様要件を満たしていれば、他オペレーティング
システムでも導入可能として頂けませんでしょう
か？

特にWindowsオペレーティングシステムでなければ
要件を満たせないというわけではないと考えるため。
他オペレーティングシステムでも仕様要件を満たす
ことは十分可能で可能であると考えるため。

オペレーティングシステムの共通化という観点で本ソフト
ウェアを前提として設計を実施しています。作業の手戻り
を回避するために要件定義書（案）に記載の通りとしま
す。

65 70
・全文検索サーバ [3-9]
全文検索ソフトウェア

【要件】
アクセスランキング機能（アクセス数により検索
結果を順序付ける機能）を有すること。

と記述がございますが、機能内容としては、検
索結果クリックされたページ（URL)のカウント数
によって、順序付けを行うという認識でよろしい
でしょうか？認識が異なる場合には、機能内容
をお教え頂けますよう宜しくお願い申し上げま
す。、

機能詳細について、仕様書（案）からは十分に理解
することができなかったため。

検索結果としてクリックされた（参照された）数をカウント
して順序付けする機能となります。
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番号 ページ 章番号・項番号・タイトル等 意見等 理由 回答

66
10～14

調達仕様書(案)、5.2.1、導
入・設置及び移設に関する
作業要件

各種計画（プロジェクト計画書、搬入・設置実施
計画書、動作確認計画書）とは、具体的にはど
のようなことを行うのでしょうか。
できる限り具体的な計画策定のプロセスをお示
し頂く必要があるかと存じます。

機構様として成果物の品質担保と、事業者側として
作業に必要な工数等を正確に見積もるためです。

各計画書の記載内容については、調達仕様書（案）の
5.2.1導入・設置及び移設に関する作業要件を参照くださ
い。
策定プロセスは、ハードウェア・ソフトウェア納入事業者
にて各計画書を作成頂いた後、機構にてその内容を確
認し（一部の計画書については、PJMO及び設計・開発
事業者も内容確認を行います）修正が必要な場合は、
ハードウェア・ソフトウェア納入事業者が修正を行うこと
になります。
なお、機構へ提示する資料は提示前にハードウェア・ソ
フトウェア納入事業者の内部にてレビュー等の品質確認
が必要です。

67 20
調達仕様書(案)、5.5、成果
物及び提出期限

ハードウェア・ソフトウェア納入業者が行う設計
とは、具体的にどのような事を行うのでしょう
か。
設計・開発事業者との役割分担をより具体的に
お示し頂く必要があるかと存じます。

作業に必要な要員および工数を正確に見積もるた
めです。

パラメータ設計について、ハードウェア・ソフトウェア納入
業者の役割と設計・開発事業者の役割が明確になるよう
に調達資料の記載を見直します。

設計・開発事業者は、ハードウェア、ソフトウェア等に設
定するパラメータ値の基となるパラメータ設計情報を作
成します。
ハードウェア・ソフトウェア納入事業者は、設計・開発事
業者から提供されるパラメータ設計情報を基に納入する
ハードウェア、ソフトウェア等に設定する具体的な設定値
を確定させます。
その他、ハードウェア・ソフトウェア納入事業者が行う作
業の詳細は要件定義書（案）の3.1搬入・設置に関する作
業要件を参照ください。
設計・開発事業者が実施するパラメータ設計情報の範囲
については閲覧資料にて確認可能です。

68 15
調達仕様書(案)、5.2.1、導
入・設置及び移設に関する
作業要件

(7)総合テスト支援について、ハードウェア・ソフ
トウェア納入事業者として実施すべき具体的な
要件や作業ボリュームおよび必要な体制の明
記が必要かと存じます。

作業に必要な体制および要員、工数等を正確に見
積もるためです。

意見を要件定義書に反映します。

設計・開発事業者が行う総合テストにおいて不具合解析
の要請、ハードウェア・ソフトウェア納入事業者が設定し
た機器・ソフトウェア等の設定値の変更要請、その他協
力が必要となる事項が発生した場合、これに対応するこ
と（実機への作業含む）になります。総合テストの進捗に
遅延を来たさないような体制を整える必要があります。
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意見回答

番号 ページ 章番号・項番号・タイトル等 意見等 理由 回答

69 15
調達仕様書(案)、5.2.1、導
入・設置及び移設に関する
作業要件

(8)電子申請システムの移設実施計画につい
て、具体的にはどのようなことを行うのでしょう
か。
可能な限り具体的な計画策定のプロセスをお
示し頂く必要があるかと存じます。

機構様として成果物の品質担保と、事業者側として
作業に必要な工数等を正確に見積もるためです。

No66の回答を参照ください。

70 15
調達仕様書(案)、5.2.1、導
入・設置及び移設に関する
作業要件

(9)電子申請システムの移設について、移設作
業および動作確認とは、どのようなことを行うの
でしょうか。
具体的な作業内容やボリューム、責任範囲に
ついてお示し頂く必要があるかと存じます。

作業に必要な体制および要員、工数等を正確に見
積もるためです。

電子申請システムの移設に関する具体的な要件は、要
件定義書（案）の3.2電子申請システムの移設要件を参
照ください。
役割分担については（別紙2）役割分担表を参照くださ
い。

71 15
調達仕様書(案)、5.2.1、導
入・設置及び移設に関する
作業要件

(9)電子申請システムの移設にともない、監視
エージェントをインストール・動作確認等とあり
ますが、どのようなことを行うのでしょうか。
具体的な作業内容や責任範囲についてお示し
頂く必要があるかと存じます。

作業に必要な体制および要員、工数等を正確に見
積もるためです。

No70の回答を参照ください。

72 25
調達仕様書(案)、7.2、認証・
資格等

(ア)品質保証に係る認証・資格として、「CMMIﾚ
ﾍﾞﾙ3以上、又はISO9001の認証を取得している
こと」とありますが、右記理由により「CMMIﾚﾍﾞﾙ
3以上の認証を取得していること」もしくは
「CMMIﾚﾍﾞﾙ3以上及びISO9001の認証を取得し
ていること」という記載にする必要があるとかと
存じます。

CMMIﾚﾍﾞﾙ3以上の認証とISO9001は、品質保証に
関する認証ですが、それぞれ観点が異なります。ま
た、CMMIの方がよりシステム構築の実態に即した
詳細なプロセス改善を要求されているからです。

CMMIﾚﾍﾞﾙ3以上、ISO9001の認証のいずれかを取得し
ていれば良いと考えますので調達仕様書（案）に記載の
通りとします。

73 12
要件定義書(案)、3.2、電子
申請システム移設要件

(5)動作確認作業における作業支援とあります
が、どのような支援を想定されておりますでしょ
うか。
ハードウェア・ソフトウェア納入事業者として実
施すべき具体的な支援内容をお示し頂く必要
があるかと存じます。

作業に必要な体制および要員、工数等を正確に見
積もるためです。

要件定義書に意見を反映します。

機構及び設計・開発事業者が行うテストにおいて不具合
解析の要請、ハードウェア・ソフトウェア納入事業者が設
定した機器・ソフトウェア等の設定値の変更要請、その
他協力が必要となる事項が発生した場合、これに対応す
ること（実機への作業含む）になります。
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番号 ページ 章番号・項番号・タイトル等 意見等 理由 回答

74 7
要件定義書(案)、3.1、搬入・
設置に関する作業要件

(7)ハードウェアの設定と各種設定について、設
計・開発事業者から提供される基本設計書、
ネットワーク仕様書、システム構成図とは、どの
ようなものでしょうか。
引継ぎを受けるドキュメントの内容と引継ぎ後
のハードウェア・ソフトウェア納入事業者が行う
作業を具体的にお示し頂く必要があるかと存じ
ます。

役割分担を明確にし、作業に必要な体制および要
員、工数等を正確に見積もるためです。

ハードウェア・ソフトウェア納入業者の役割と設計・開発
事業者の役割が明確になるように調達資料の記載を見
直します。

基本設計書、ネットワーク仕様書、システム構成図、ソフ
トウェア構成表とはシステムの機能仕様、システム構成
等を示した設計書となります。
設計・開発事業者は、ハードウェア、ソフトウェア等に設
定するパラメータ値の基となるパラメータ設計情報を作
成します。

ハードウェア・ソフトウェア納入事業者は、設計・開発事
業者から提供される基本設計書、ネットワーク仕様書、
システム構成図、ソフトウェア構成表、パラメータ設計情
報を基に納入するハードウェア、ソフトウェア等に設定す
る具体的な設定値を確定させ動作確認等を行います。

なお、要件定義書（案）に記載しているネットワーク仕様
書、システム構成図、ソフトウェア構成表は、基本設計書
の一部であるため要件定義書で記載を見直します。
基本設計書及び設計・開発事業者が提供するパラメータ
設計情報の範囲については閲覧資料にて確認可能で
す。

75 7
要件定義書(案)、3.1、搬入・
設置に関する作業要件

(8)ソフトウェアのインストールと各種設定につ
いて、設計・開発事業者から提供される基本設
計書、ソフトウェア構成表、各種パラメータシー
トとは、どのようなものでしょうか。
引継ぎを受けるドキュメントの内容と引継ぎ後
のハードウェア・ソフトウェア納入事業者が行う
作業を具体的にお示し頂く必要があるかと存じ
ます。

役割分担を明確にし、作業に必要な体制および要
員、工数等を正確に見積もるためです。

No74の回答を参照ください。

76 7
要件定義書(案)、3.1、搬入・
設置に関する作業要件

(1)(7)(8)(9)(10)(11)(12)に記載のハードウェア・
ソフトウェア納入事業者が作成する各種ドキュ
メントについて、「～（各種ドキュメント）の記載
内容については、設計・開発事業者と整合し、
修正が必要な場合にはハードウェア・ソフトウェ
ア納入事業者は修正を行うこと」とありますが、
具体的にはどのような整合作業や修正作業が
発生しますでしょうか。
ハードウェア・ソフトウェア納入事業者として想
定しておくべき基準をお示しし頂く必要がある
かと存じます。

役割分担を明確にし、作業に必要な体制および要
員、工数等を正確に見積もるためです。

記載内容を確認し、妥当性を確認するものです。
確認の結果、必要に応じてハードウェア・ソフトウェア納
入事業者は内容の修正を行います。
なお、意見に”想定しておくべき基準”と記載があります
が、意図が不明ですので本回答の内容を確認ください。
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意見回答

番号 ページ 章番号・項番号・タイトル等 意見等 理由 回答

77 9
要件定義書(案)、3.1、搬入・
設置に関する作業要件

(12)運用・保守引継ぎ書の作成と引継ぎについ
て、ハードウェア・ソフトウェア納入事業者が作
成する運用・保守引継ぎ書の具体的な記載内
容やレベル、構成等はどのようなものでしょう
か。
ハードウェア・ソフトウェア納入事業者として想
定しておくべき基準をお示しし頂く必要がある
かと存じます。

作業に必要な体制および要員、工数等を正確に見
積もるためです。

運用・保守引継ぎ書の作成と引継ぐ内容については要
件定義書で記載を見直します。
なお、意見に”想定しておくべき基準”と記載があります
が、意図が不明ですので要件定義書の内容を確認くださ
い。

78 7
要件定義書(案)、3.1、搬入・
設置に関する作業要件

(7)ハードウェアの設置と各種設定について、
ハードウェア・ソフトウェア納入事業者が作成す
るハードウェア設定書の記載内容やレベル、構
成等はどのようなものでしょうか。
ハードウェア・ソフトウェア納入事業者として想
定しておくべき基準をお示しし頂く必要がある
かと存じます。

役割分担を明確にし、作業に必要な体制および要
員、工数等を正確に見積もるためです。

設計・開発事業者は、ハードウェア、ソフトウェア等に設
定する具体的な設定値の基となるパラメータ設計情報を
作成します。
ハードウェア・ソフトウェア納入事業者は、設計・開発事
業者から提供されるパラメータ設計情報を基に納入する
ハードウェア、ソフトウェア等に設定する具体的な設定値
の確定を行います。ハードウェア設定書には、確定させ
た具体的な設定値、設置・配線図、結線図等を記載する
必要があります。

搬入・設置に関する作業要件については要件定義書で
記載を見直します。なお、意見に”想定しておくべき基
準”と記載がありますが、意図が不明ですので要件定義
書の内容を確認ください。

79 7
要件定義書(案)、3.1、搬入・
設置に関する作業要件

(8)ソフトウェアのインストールと各種設定につ
いて、ハードウェア・ソフトウェア納入事業者が
作成するソフトウェアインストールマニュアルの
記載内容やレベル、構成等はどのようなもので
しょうか。
ハードウェア・ソフトウェア納入事業者として想
定しておくべき基準をお示しし頂く必要がある
かと存じます。

役割分担を明確にし、作業に必要な体制および要
員、工数等を正確に見積もるためです

設計・開発事業者は、ハードウェア、ソフトウェア等に設
定するパラメータ値の基となるパラメータ設計情報を作
成します。
ハードウェア・ソフトウェア納入事業者は、設計・開発事
業者から提供されるパラメータ設計情報を基に納入する
ハードウェア、ソフトウェア等に設定する具体的な設定値
の確定を行います。ソフトウェアインストールマニュアル
には設計事項、画面のハードコピー等を含む必要があり
ます。
ソフトウェアインストールマニュアルは製品に添付されて
いるマニュアルではなく本システム向けに個別内容を示
したものになります。基本的なITスキルを有するものが
参照し作業を行えるレベルのものになります。
搬入・設置に関する作業要件については要件定義書で
記載を見直します。なお、意見に”想定しておくべき基
準”と記載がありますが、意図が不明ですので要件定義
書の内容を確認ください。
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意見回答

番号 ページ 章番号・項番号・タイトル等 意見等 理由 回答

80
7～8 要件定義書(案)、3.1、搬入・

設置に関する作業要件

(7)(8)におけるハードウェア・ソフトウェア納入事
業者が作成するハートウェア設定書およびソフ
トウェアインストールマニュアルについて、作成
すべき具体的な対象はどのようなものでしょう
か？
具体的な作成対象をお示し頂く必要があるかと
存じます。

作業に必要な体制および要員、工数等を正確に見
積もるためです。

本ハードウェア・ソフトウェア納入事業者調達で調達する
機器・ソフトウェア等が対象となります。

81 91
要件定義書(案)、5、データセ
ンター要件

(1)立地に関する要件として、「液状化発生区域
外となっていること又はその対策を講じている
こと」とありますが、現実問題として、建物周辺
で液状化が発生した場合、建物とその敷地に
液状化の対策が講じられているとしても、右記
の理由により不十分であると考えられます。
したがって、「対策を講じていること」という記述
だけではなく、「液状化が発生した場合にも、建
物への交通経路が確保でき、建物へ入館でき
ること」という記載が必要であると考えます。

本システムは、災害時にこそ国民に対し安定的な情
報提供を実現できることが重要であると考えます。
大地震発生時に液状化が懸念される土地に建って
いる建物については、建物自体に液状化の対策が
講じていれば良いというだけではなく、さらに加えて
「液状化が発生した場合にも、建物への交通経路が
確保でき、建物へ入館できること」が重要です。
災害時に建物へ入館できない状況は、建物倒壊と
同等ではないかと考えます。

要件定義書（案）に記載の通りとします。

82 91
要件定義書(案)、5、データセ
ンター要件

(2)建物に関する要件として、耐震に関する記
載がございます。
データセンターにおいては、建物自体の耐震性
能を担保するだけでは、右記の理由により不十
分であると考えられます。
したがって、耐震に関する記載においては「建
物免震構造であること」という記載が必要であ
ると考えます。

本システムは、災害時にこそ国民に対し安定的な情
報提供を実現できることが重要であると考えます。
耐震性能のみ担保される「耐震構造」の建物では、
建物は倒壊しない構造ですが、建物自体は地盤の
振動に揺れにあわせて振動するため、収容された
サーバ機器には、地震の揺れがそのまま伝わり、
サーバ機器を壊してしまう懸念があります。その為、
データセンターでは、地盤と建物構造体を絶縁する
構造を持たせることにより、振動を吸収し建物の揺
れを抑えるよう配慮した「建物免震構造」が広く採用
されております。
地震による振動が館内の設備に対する影響を低く
抑えることができる「建物免震構造」は、データセン
ター選択時の必須要件になると考えられます。

要件定義書（案）に記載の通りとします。
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意見回答

番号 ページ 章番号・項番号・タイトル等 意見等 理由 回答

83 91
要件定義書(案)、5、データセ
ンター要件

(2)建物に関する要件として、「２４時間以上の
自家発電用燃料を備蓄」と記載がありますが、
右記理由により、少なくとも「４８時間以上の自
家発電用燃料を備蓄」という記載が必要である
と考えます。

本システムは、災害時にこそ国民に対し安定的な情
報提供を実現できることが重要であると考えます
地震等の大規模災害により、電力会社の設備が壊
滅的な打撃を受けた場合、復旧にかかる時間は大
変不透明です。
実例として、阪神淡路大震災の場合、地震発生の２
７時間後に変電所が復旧、電力が主要施設に順次
供給が再開し、２日後に主要施設への供給が完了し
たという実績が報告されています。
よって、自家発電用燃料は少なくとも２日間（４８時
間）稼動可能な量を備蓄しておく必要があると考えら
れます。

要件定義書（案）に記載の通りとします。

84 91
要件定義書(案)、5、データセ
ンター要件

(3)機器設置室に関する要件について、右記理
由により、「１サーバラックあたりの提供電源容
量は複数系統あり、合計で８ＫＶＡ以上であるこ
と」という要件の追加が必要かと考えます。

昨今のサーバは、集積度が高まったことにより小
型・高性能化され、１台のサーバラックへ搭載できる
数量を増やせる環境が整いました。
しかし、１台のサーバラックへの供給電力不足によ
り、ラック内に空きがあっても機器を搭載できず、ラッ
ク数を追加せざるを得なくなり、データセンターの利
用料が増加してしまう懸念がございます。
効率的にデータセンターを利用するためにも、１
サーバラックあたりの提供電源量は８ＫＶＡ以上ある
ことが必要であると考えられます。

ラックの検討はハードウェア・ソフトウェア納入事業者の
検討範囲であると考えますので、要件定義書（案）に記
載の通りとします。

85 15
要件定義書(案)、3.4、監視
要件

データセンターの監視要件について、右記に理
由により、「監視業務の冗長化が実現されてい
ること」が必要であると考えます。

監視業務の継続性を高めるために、サーバ等を設
置するデータセンターとは別の場所で監視業務が継
続できる仕組みを有していることが重要であると考
えます。
過去の実例として、あるデータセンター内で小火災
が発生し、オペレータが避難したため、運用・監視業
務が停止したという事故がございました。
この際、約１時間の間、発生したアラートへの対応や
お客様への通報ができず、一部のお客様に支障を
きたしたと報じられております。
このことから、監視業務の冗長化は必要な要件であ
ると考えられます。

監視業務の冗長化は不要と考えますので要件定義書
（案）に記載の通りとします。
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意見回答

番号 ページ 章番号・項番号・タイトル等 意見等 理由 回答

86
６３～８７ 要件定義書(案)4.3.1 サーバ

機器稼動ソフトウェア要件

ライセンス数等の数量に不足が生じないように
と調達仕様書(案)に記載されていますが、要件
定義書(案)に具体的なライセンス数量が記載さ
れていないようにお見受けします。P2にありま
す想定会員数　70,000機関以上を前提にお見
積を行えばよろしいのでしょうか。
・ 認証サーバ　IBM Tivoli Access Manager
・ NOTES/Domino関連

入札価格に必要な製品を適切なライセンス数含める
ためです。

・認証サーバ　IBM Tivoli Access Managerについては、
No16の回答を参照ください。
・サーバ機器に導入するNotes/Dominoについてはプロ
セッサライセンスとします。

87 23
調達仕様書(案) 6.(6)情報セ
キュリティに関し、～

昨今のインターネット環境、情報システムを鑑
みましてセキュリティ確保のために必要な措置
を取る必要を記述するべきかと思います。
ハードウェアやネットワーク、ＯＳ、ミドルウェア
等、ハードウェア・ソフトウェア納入業者が設
置・設定した環境に対し、セキュリティツールを
利用した脆弱性等の試験・評価とその付帯作
業の実施要件を具体的に記載すべきかと存じ
ます。

納入システムのセキュリティを確保するとともに、作
業に必要な体制や工数等を正確に見積もるためで
す。

意見を要件定義書に反映します。

88 19
要件定義書(案) 3.5.2 ソフト
ウェア保守要件

納入したソフトウェア保守について、「ソフトウェ
アに関する技術的な問題点、ソフトウェアパッ
チ、バージョンアップ情報を迅速に機構及び運
用・保守事業者に提供すること」とございます
が、提供する情報に「脆弱性に関する情報」の
提供も要件に記載する必要があるかと存じま
す。

ＷＡＭＮＥＴの特性上、構成するソフトウェア等の脆
弱性をチェックし迅速な対策を講じる必要があると考
えるからです。

意見を要件定義書に反映します。

89 25
調達仕様書
7.1(2)

データセンターの1年以上の運用実績につい
て、データセンター事業者の運営実績への変
更を希望します。

新規のデータセンターは、設備も充実しており、ま
た、省エネなどへの配慮も行き届いているため、
データセンター事業者に実績がある場合は、施設の
実績を理由に排除すべきではないと考えます。

施設の稼働実績も考慮が必要と考えているため要件定
義書（案）に記載の通りとします。

90 29
調達仕様書
9.3 瑕疵担保責任

「2010年7月20日から起算」ではなく「受入日か
ら起算」が妥当と考えます。

貴機構へのお引き渡しが済んでいる「受入テスト完
了後」ないし「運用保守事業者への引き継ぎ時点」を
起点とすることが妥当と考えます。

調達仕様書（案）に記載の通りとします。

91 27
(別紙1)要件定義書
4.2.1(2)

「ネットワーク機器一覧」表中、最上段のルータ
に関して要求仕様の記載をお願いいたします。

「4.2.2ネットワーク機器要件」に記載が無いため。

要件定義書（案）に記載の通りデータセンター設備の一
部として提供されるものであるため、必要な要件の検討
はハードウェア・ソフトウェア納入事業者の検討事項であ
ると考えます。
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意見回答

番号 ページ 章番号・項番号・タイトル等 意見等 理由 回答

92 41
(別紙1)要件定義書
4.2.3(2)
ID 3-27/3-28

複数台のサーバを用いたソフトウェアによるク
ラスタ構成でご提案可能なように仕様の変更を
希望します。

ソフトウェアでの対応でも十分な可用性が期待でき
るものと考えます。また、「ハードウェアによるフォル
トトレーラント構成」に限定した場合、WindowsOSを
搭載できる機種が著しく限定されると考えられます。

No33の回答を参照ください。

93 47

(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[2-1][2-2]
信頼性向上機能

「OSに依存しないHDDの障害検出機能及び通
知機能」については削除し、「OS Failure画面の
自動ダンプ機能」「OSに依存しないイベントログ
のe-mail通知機能」「OSに依存しない遠隔地か
らのシステムの電源ON/OFF機能」「遠隔地か
らのBIOSアップデート機能」の追加を希望しま
す。

HDDは通常OSが動作している状態ではOSの監視
システムがレポートするため必須とは考えられませ
ん。障害の発生時に遠隔地からの十分な対応が可
能な機能が必要であると考えます。

OSの動作に不具合が発生（フリーズ等）した場合でも
HDDの障害検知が必要と考えますので要件定義書（案）
に記載の通りとします。

94 47

(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[2-3][2-4]
信頼性向上機能

「OSに依存しないHDDの障害検出機能及び通
知機能」については削除し、「OS Failure画面の
自動ダンプ機能」「OSに依存しないイベントログ
のe-mail通知機能」「OSに依存しない遠隔地か
らのシステムの電源ON/OFF機能」「遠隔地か
らのBIOSアップデート機能」の追加を希望しま
す。

HDDは通常OSが動作している状態ではOSの監視
システムがレポートするため必須とは考えられませ
ん。障害の発生時に遠隔地からの十分な対応が可
能な機能が必要であると考えます。

No93の回答を参照ください。

95 48

(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[3-1][3-2]
信頼性向上機能

「OSに依存しないHDDの障害検出機能及び通
知機能」については削除し、「OS Failure画面の
自動ダンプ機能」「OSに依存しないイベントログ
のe-mail通知機能」「OSに依存しない遠隔地か
らのシステムの電源ON/OFF機能」「遠隔地か
らのBIOSアップデート機能」の追加を希望しま
す。

HDDは通常OSが動作している状態ではOSの監視
システムがレポートするため必須とは考えられませ
ん。障害の発生時に遠隔地からの十分な対応が可
能な機能が必要であると考えます。

No93の回答を参照ください。

96 48

(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[3-3][3-4]
信頼性向上機能

「OSに依存しないHDDの障害検出機能及び通
知機能」については削除し、「OS Failure画面の
自動ダンプ機能」「OSに依存しないイベントログ
のe-mail通知機能」「OSに依存しない遠隔地か
らのシステムの電源ON/OFF機能」「遠隔地か
らのBIOSアップデート機能」の追加を希望しま
す。

HDDは通常OSが動作している状態ではOSの監視
システムがレポートするため必須とは考えられませ
ん。障害の発生時に遠隔地からの十分な対応が可
能な機能が必要であると考えます。

No93の回答を参照ください。

97 48

(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[3-5][3-6]
信頼性向上機能

「OSに依存しないHDDの障害検出機能及び通
知機能」については削除し、「OS Failure画面の
自動ダンプ機能」「OSに依存しないイベントログ
のe-mail通知機能」「OSに依存しない遠隔地か
らのシステムの電源ON/OFF機能」「遠隔地か
らのBIOSアップデート機能」の追加を希望しま
す。

HDDは通常OSが動作している状態ではOSの監視
システムがレポートするため必須とは考えられませ
ん。障害の発生時に遠隔地からの十分な対応が可
能な機能が必要であると考えます。

No93の回答を参照ください。
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98 48

(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[3-1][3-2][3-3][3-4][3-
5][3-6]
信頼性向上機能

「OSに依存しないHDDの障害検出機能及び通
知機能」については削除し、「OS Failure画面の
自動ダンプ機能」「OSに依存しないイベントログ
のe-mail通知機能」「OSに依存しない遠隔地か
らのシステムの電源ON/OFF機能」「遠隔地か
らのBIOSアップデート機能」の追加を希望しま
す。

HDDは通常OSが動作している状態ではOSの監視
システムがレポートするため必須とは考えられませ
ん。障害の発生時に遠隔地からの十分な対応が可
能な機能が必要であると考えます。

No93の回答を参照ください。

99 49

(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[3-7][3-8]
信頼性向上機能

「OSに依存しないHDDの障害検出機能及び通
知機能」については削除し、「OS Failure画面の
自動ダンプ機能」「OSに依存しないイベントログ
のe-mail通知機能」「OSに依存しない遠隔地か
らのシステムの電源ON/OFF機能」「遠隔地か
らのBIOSアップデート機能」の追加を希望しま
す。

HDDは通常OSが動作している状態ではOSの監視
システムがレポートするため必須とは考えられませ
ん。障害の発生時に遠隔地からの十分な対応が可
能な機能が必要であると考えます。

No93の回答を参照ください。

100 49

(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[3-9]
信頼性向上機能

「OSに依存しないHDDの障害検出機能及び通
知機能」については削除し、「OS Failure画面の
自動ダンプ機能」「OSに依存しないイベントログ
のe-mail通知機能」「OSに依存しない遠隔地か
らのシステムの電源ON/OFF機能」「遠隔地か
らのBIOSアップデート機能」の追加を希望しま
す。

HDDは通常OSが動作している状態ではOSの監視
システムがレポートするため必須とは考えられませ
ん。障害の発生時に遠隔地からの十分な対応が可
能な機能が必要であると考えます。

No93の回答を参照ください。

101 49

(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[3-10]
信頼性向上機能

「OSに依存しないHDDの障害検出機能及び通
知機能」については削除し、「OS Failure画面の
自動ダンプ機能」「OSに依存しないイベントログ
のe-mail通知機能」「OSに依存しない遠隔地か
らのシステムの電源ON/OFF機能」「遠隔地か
らのBIOSアップデート機能」の追加を希望しま
す。

HDDは通常OSが動作している状態ではOSの監視
システムがレポートするため必須とは考えられませ
ん。障害の発生時に遠隔地からの十分な対応が可
能な機能が必要であると考えます。

No93の回答を参照ください。

102 50

(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[3-11]
信頼性向上機能

「OSに依存しないHDDの障害検出機能及び通
知機能」については削除し、「OS Failure画面の
自動ダンプ機能」「OSに依存しないイベントログ
のe-mail通知機能」「OSに依存しない遠隔地か
らのシステムの電源ON/OFF機能」「遠隔地か
らのBIOSアップデート機能」の追加を希望しま
す。

HDDは通常OSが動作している状態ではOSの監視
システムがレポートするため必須とは考えられませ
ん。障害の発生時に遠隔地からの十分な対応が可
能な機能が必要であると考えます。

No93の回答を参照ください。

103 50

(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[3-12][3-13][3-14][3-15]
信頼性向上機能

「OSに依存しないHDDの障害検出機能及び通
知機能」については削除し、「OS Failure画面の
自動ダンプ機能」「OSに依存しないイベントログ
のe-mail通知機能」「OSに依存しない遠隔地か
らのシステムの電源ON/OFF機能」「遠隔地か
らのBIOSアップデート機能」の追加を希望しま
す。

HDDは通常OSが動作している状態ではOSの監視
システムがレポートするため必須とは考えられませ
ん。障害の発生時に遠隔地からの十分な対応が可
能な機能が必要であると考えます。

No93の回答を参照ください。
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意見回答

番号 ページ 章番号・項番号・タイトル等 意見等 理由 回答

104 50

(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[3-16][3-17]
信頼性向上機能

「OSに依存しないHDDの障害検出機能及び通
知機能」については削除し、「OS Failure画面の
自動ダンプ機能」「OSに依存しないイベントログ
のe-mail通知機能」「OSに依存しない遠隔地か
らのシステムの電源ON/OFF機能」「遠隔地か
らのBIOSアップデート機能」の追加を希望しま
す。

HDDは通常OSが動作している状態ではOSの監視
システムがレポートするため必須とは考えられませ
ん。障害の発生時に遠隔地からの十分な対応が可
能な機能が必要であると考えます。

No93の回答を参照ください。

105 51
(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[3-18]内蔵ディスク

SCSIに加え、FC、SAS、S-ATAのドライブでの
提案が可能なように仕様の変更を希望します。

SCSIは既に後継規格であるSASに置き換わっており
ます。また、より冗長性の高いFC等のインターフェー
スを排除する理由は無いと考えます。

要件定義書に意見を反映します。
SCSIに加えSASも可とします。

106 51
(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[3-18]拡張性

「追加したストレージを１つのユニットとして使用
できる」に関して、具体的な要求機能に関する
説明をお願いします。

追加ストレージの使用方法について、記載内容から
は様々なケースが想定でき、機器仕様を決定しきれ
ないため。

No50の回答を参照ください。

107 51

(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[3-19][3-20]
信頼性向上機能

「OSに依存しないHDDの障害検出機能及び通
知機能」については削除し、「OS Failure画面の
自動ダンプ機能」「OSに依存しないイベントログ
のe-mail通知機能」「OSに依存しない遠隔地か
らのシステムの電源ON/OFF機能」「遠隔地か
らのBIOSアップデート機能」の追加を希望しま
す。

HDDは通常OSが動作している状態ではOSの監視
システムがレポートするため必須とは考えられませ
ん。障害の発生時に遠隔地からの十分な対応が可
能な機能が必要であると考えます。

No93の回答を参照ください。

108 52

(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[3-21][3-22][3-23]
信頼性向上機能

「OSに依存しないHDDの障害検出機能及び通
知機能」については削除し、「OS Failure画面の
自動ダンプ機能」「OSに依存しないイベントログ
のe-mail通知機能」「OSに依存しない遠隔地か
らのシステムの電源ON/OFF機能」「遠隔地か
らのBIOSアップデート機能」の追加を希望しま
す。

HDDは通常OSが動作している状態ではOSの監視
システムがレポートするため必須とは考えられませ
ん。障害の発生時に遠隔地からの十分な対応が可
能な機能が必要であると考えます。

No93の回答を参照ください。

109 52

(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[3-24][3-25]
信頼性向上機能

「OSに依存しないHDDの障害検出機能及び通
知機能」については削除し、「OS Failure画面の
自動ダンプ機能」「OSに依存しないイベントログ
のe-mail通知機能」「OSに依存しない遠隔地か
らのシステムの電源ON/OFF機能」「遠隔地か
らのBIOSアップデート機能」の追加を希望しま
す。

HDDは通常OSが動作している状態ではOSの監視
システムがレポートするため必須とは考えられませ
ん。障害の発生時に遠隔地からの十分な対応が可
能な機能が必要であると考えます。

No93の回答を参照ください。
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110 53

(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[3-26]
信頼性向上機能

「OSに依存しないHDDの障害検出機能及び通
知機能」については削除し、「OS Failure画面の
自動ダンプ機能」「OSに依存しないイベントログ
のe-mail通知機能」「OSに依存しない遠隔地か
らのシステムの電源ON/OFF機能」「遠隔地か
らのBIOSアップデート機能」の追加を希望しま
す。

HDDは通常OSが動作している状態ではOSの監視
システムがレポートするため必須とは考えられませ
ん。障害の発生時に遠隔地からの十分な対応が可
能な機能が必要であると考えます。

No93の回答を参照ください。

111 53
(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[3-27][3-28]冗長化構成

複数台のサーバを用いたソフトウェアによるク
ラスタ構成でご提案可能なように仕様の変更を
希望します。

ソフトウェアでの対応でも十分な可用性が期待でき
るものと考えます。また、「１筐体にサーバ機器を物
理的に２つ内蔵する、フォルトトレーラント構成」に限
定した場合、WindowsOSを搭載できる機種が著しく
限定されると考えられます。

No33の回答を参照ください。

112 53

(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[3-27][3-28]
信頼性向上機能

「OSに依存しないHDDの障害検出機能及び通
知機能」については削除し、「OS Failure画面の
自動ダンプ機能」「OSに依存しないイベントログ
のe-mail通知機能」「OSに依存しない遠隔地か
らのシステムの電源ON/OFF機能」「遠隔地か
らのBIOSアップデート機能」の追加を希望しま
す。

HDDは通常OSが動作している状態ではOSの監視
システムがレポートするため必須とは考えられませ
ん。障害の発生時に遠隔地からの十分な対応が可
能な機能が必要であると考えます。

No93の回答を参照ください。

113 53
(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[3-29]内蔵ディスク

SCSIに加え、FC、SAS、S-ATAのドライブでの
提案が可能なように仕様の変更を希望します。

SCSIは既に後継規格であるSASに置き換わっており
ます。また、より冗長性の高いFC等のインターフェー
スを排除する理由は無いと考えます。

No105の回答を参照ください。

114 53
(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[3-29]拡張性

「追加したストレージを１つのユニットとして使用
できる」に関して、具体的な要求機能に関する
説明をお願いします。

追加ストレージの使用方法について、記載内容から
は様々なケースが想定でき、機器仕様を決定しきれ
ないため。

No50の回答を参照ください。

115 54
(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[4-1]テープドライブ

AIT5に加え、LTO4での提案も可能なように仕
様の変更を希望します。

LTO4はAIT5より大容量であることに加え、標準的な
規格の採用、テープライブラリとの共通化はメリット
が大きいと考えます。

No52の回答を参照ください。

116 54

(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[4-1]
信頼性向上機能

「OSに依存しないHDDの障害検出機能及び通
知機能」については削除し、「OS Failure画面の
自動ダンプ機能」「OSに依存しないイベントログ
のe-mail通知機能」「OSに依存しない遠隔地か
らのシステムの電源ON/OFF機能」「遠隔地か
らのBIOSアップデート機能」の追加を希望しま
す。

HDDは通常OSが動作している状態ではOSの監視
システムがレポートするため必須とは考えられませ
ん。障害の発生時に遠隔地からの十分な対応が可
能な機能が必要であると考えます。

No93の回答を参照ください。
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117 54

(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[4-2]
信頼性向上機能

「OSに依存しないHDDの障害検出機能及び通
知機能」については削除し、「OS Failure画面の
自動ダンプ機能」「OSに依存しないイベントログ
のe-mail通知機能」「OSに依存しない遠隔地か
らのシステムの電源ON/OFF機能」「遠隔地か
らのBIOSアップデート機能」の追加を希望しま
す。

HDDは通常OSが動作している状態ではOSの監視
システムがレポートするため必須とは考えられませ
ん。障害の発生時に遠隔地からの十分な対応が可
能な機能が必要であると考えます。

No93の回答を参照ください。

118 54

(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[4-3]
信頼性向上機能

「OSに依存しないHDDの障害検出機能及び通
知機能」については削除し、「OS Failure画面の
自動ダンプ機能」「OSに依存しないイベントログ
のe-mail通知機能」「OSに依存しない遠隔地か
らのシステムの電源ON/OFF機能」「遠隔地か
らのBIOSアップデート機能」の追加を希望しま
す。

HDDは通常OSが動作している状態ではOSの監視
システムがレポートするため必須とは考えられませ
ん。障害の発生時に遠隔地からの十分な対応が可
能な機能が必要であると考えます。

No93の回答を参照ください。

119 55

(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[4-4]
信頼性向上機能

「OSに依存しないHDDの障害検出機能及び通
知機能」については削除し、「OS Failure画面の
自動ダンプ機能」「OSに依存しないイベントログ
のe-mail通知機能」「OSに依存しない遠隔地か
らのシステムの電源ON/OFF機能」「遠隔地か
らのBIOSアップデート機能」の追加を希望しま
す。

HDDは通常OSが動作している状態ではOSの監視
システムがレポートするため必須とは考えられませ
ん。障害の発生時に遠隔地からの十分な対応が可
能な機能が必要であると考えます。

No93の回答を参照ください。

120 55
(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[4-5]テープドライブ

AIT5に加え、LTO4での提案も可能なように仕
様の変更を希望します。

LTO4はAIT5より大容量であることに加え、標準的な
規格の採用、テープライブラリとの共通化はメリット
が大きいと考えます。

No52の回答を参照ください。

121 55

(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[4-5]
信頼性向上機能

「OSに依存しないHDDの障害検出機能及び通
知機能」については削除し、「OS Failure画面の
自動ダンプ機能」「OSに依存しないイベントログ
のe-mail通知機能」「OSに依存しない遠隔地か
らのシステムの電源ON/OFF機能」「遠隔地か
らのBIOSアップデート機能」の追加を希望しま
す。

HDDは通常OSが動作している状態ではOSの監視
システムがレポートするため必須とは考えられませ
ん。障害の発生時に遠隔地からの十分な対応が可
能な機能が必要であると考えます。

No93の回答を参照ください。

122 55

(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[4-6]
信頼性向上機能

「OSに依存しないHDDの障害検出機能及び通
知機能」については削除し、「OS Failure画面の
自動ダンプ機能」「OSに依存しないイベントログ
のe-mail通知機能」「OSに依存しない遠隔地か
らのシステムの電源ON/OFF機能」「遠隔地か
らのBIOSアップデート機能」の追加を希望しま
す。

HDDは通常OSが動作している状態ではOSの監視
システムがレポートするため必須とは考えられませ
ん。障害の発生時に遠隔地からの十分な対応が可
能な機能が必要であると考えます。

No93の回答を参照ください。
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123 56
(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[4-8]外部接続ディスク

外部接続ディスクではなく、サーバ内蔵のディ
スクでの提案や、SAN経由でストレージ#1ない
し#2の一部を使用する提案も可能なように仕様
の変更を希望します。

設置スペースの節約や、より高機能／高性能なスト
レージシステムの提案が可能となり、運用上のメリッ
トがあると考えます。

要件定義書に意見を反映します。
外部接続ディスクだけでなく、サーバ内蔵のディスクも可
とします。

124 56
(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[4-8]外部接続ディスク

「4ドライブでのRAID6構成」については、RAID6
構成でRAID構成後の有効ディスク領域サイズ
を指定する様な記述への変更を希望します。

4ドライブでのRAID6構成の場合、有効なディスク領
域は半分の2ドライブ分になってしまいます。ドライブ
数を限定せず、要求容量を指定することでよりよい
提案が可能になると考えます。

性能を確保するためにディスクドライブの数量も考慮す
る必要があると考えているため要件定義書（案）に記載
の通りとします。

125 56
(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[4-8]外部接続ディスク

RAID6構成に加え、ホットスペアの追加が必要
では無いでしょうか。

RAID6では2ドライブまでの冗長性がありますが、
ホットスペアの追加が望ましいと考えます。

意見を要件定義書（案）に反映します。

126 56
(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[4-8]テープドライブ

AIT5に加え、LTO4での提案も可能なように仕
様の変更を希望します。

LTO4はAIT5より大容量であることに加え、標準的な
規格の採用、テープライブラリとの共通化はメリット
が大きいと考えます。

No52の回答を参照ください。

127 56

(別紙1)要件定義書
4.2.4(2)
[4-8]
信頼性向上機能

「OSに依存しないHDDの障害検出機能及び通
知機能」については削除し、「OS Failure画面の
自動ダンプ機能」「OSに依存しないイベントログ
のe-mail通知機能」「OSに依存しない遠隔地か
らのシステムの電源ON/OFF機能」「遠隔地か
らのBIOSアップデート機能」の追加を希望しま
す。

HDDは通常OSが動作している状態ではOSの監視
システムがレポートするため必須とは考えられませ
ん。障害の発生時に遠隔地からの十分な対応が可
能な機能が必要であると考えます。

No93の回答を参照ください。

128 60
(別紙1)要件定義書
4.2.5(2)
[K-52]

明るさを4000ルーメン以上とする事をお勧めし
ます。

300型での表示の場合、コントラスト2000:1以上、明
るさ4000ルーメン以上が望ましいのではないかと考
えます。

要件定義書（案）に記載の通りとします。

129 60
(別紙1)要件定義書
4.2.5(2)
[K-52]

コントラストを2000:1以上とする事をお勧めしま
す。

300型での表示の場合、コントラスト2000:1以上、明
るさ4000ルーメン以上が望ましいのではないかと考
えます。

要件定義書（案）に記載の通りとします。

130 61
(別紙1)要件定義書
4.2.5(2)
[H-12]

モニタのサイズ指定について、本項にのみ要求
がありますが、誤記ではないでしょうか？

誤記ではありません。
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131 64

(別紙1)要件定義書
4.3.1(3)
[2-1][2-2]
SSLサーバ証明書

「ほぼ全ての携帯電話」の表現について、より
具体的な記載を希望します。

要件が漠然としているため。
意見を要件定義書に反映します。
対象となる携帯電話は、
「NTT Docomo iモード 対応携帯電話」となります。

132 65

(別紙1)要件定義書
4.3.1(3)
[2-3][2-4]
メールサーバ

「スパムメール対策機能」について、具体的な
機能要求の記載を希望します。

スパムメール対策機能にはOSSを含め多様なソ
リューションがあるため、機能要件を明確化しない場
合、提案内容に大きなばらつきが出るものと考えら
れます。

要件定義書に具体的な機能要件を記載します。

133 65

(別紙1)要件定義書
4.3.1(3)
[2-3][2-4]
「メールサーバ」
「ゲートウェイ用ウイルス対
策ソフトウェア」

「メールサーバ」に記載のある「スパムメール対
策機能」について、「ゲートウエイ用ウイルス対
策ソフト」での対応も可能なように仕様の変更
を希望します。

ゲートウエイ用ウイルス対策ソフトにはスパムメール
対策機能を有するものが多いため。

意見を要件定義書に反映します。

134 66

(別紙1)要件定義書
4.3.1(3)
[3-1][3-2]
メールサーバ

「スパムメール対策機能」について、具体的な
機能要求の記載を希望します。

スパムメール対策機能にはOSSを含め多様なソ
リューションがあるため、機能要件を明確化しない場
合、提案内容に大きなばらつきが出るものと考えら
れます。

No132の回答を参照ください。

135 66

(別紙1)要件定義書
4.3.1(3)
[3-1][3-2]
「メールサーバ」
「ゲートウェイ用ウイルス対
策ソフトウェア」

「メールサーバ」に記載のある「スパムメール対
策機能」について、「ゲートウエイ用ウイルス対
策ソフト」での対応も可能なように仕様の変更
を希望します。

ゲートウエイ用ウイルス対策ソフトにはスパムメール
対策機能を有するものが多いため。

No133の回答を参照ください。

136 67

(別紙1)要件定義書
4.3.1(3)
[2-1][2-2]
SSLサーバ証明書

「ほぼ全ての携帯電話」の表現について、より
具体的な記載を希望します。

要件が漠然としているため。 No131の回答を参照ください。

137 69

(別紙1)要件定義書
4.3.1(3)
[3-7][3-8]
ファイルサーバ用クラスタリ
ングソフトウェア

CLUSTERPROX2.0以外の提案が可能であるよ
うに仕様の変更を希望します。

LifeKeeper、Veritas Cluster Serverなど
CLUSTERPROX2.0と同等の機能を有するソフトウェ
アは多数存在するため、限定する必要はないと考え
ます。

No37の回答を参照ください。
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138 74

(別紙1)要件定義書
4.3.1(3)
[3-16][3-17]データベース
サーバ用クラスタリングソフ
トウェア

CLUSTERPROX2.0以外の提案が可能であるよ
うに仕様の変更を希望します。

LifeKeeper、Veritas Cluster Serverなど
CLUSTERPROX2.0と同等の機能を有するソフトウェ
アは多数存在するため、限定する必要はないと考え
ます。

No37の回答を参照ください。

139 80

(別紙1)要件定義書
4.3.1(3)
[4-1]ローカルデータ用バッ
クアップソフトウェア

OS領域のリストアについても「OSを停止するこ
となく、任意のタイミングで実施できる」という仕
様に取れますが、OS領域についてはOSの停
止後にリストアする様、仕様の変更を希望しま
す。

OSを動作させながらOS領域をリストアした場合、正
常な動作は期待できなくなるため。

要件定義書（案）に記載の通りとします。
ローカルデータ用バックアップソフトウェアはシステム領
域（OS領域）を扱いません。

140 83

(別紙1)要件定義書
4.3.1(3)
[4-4]オペレーティングシステ
ム

ＷｉｎｄｏｗｓＯＳ以外のＯＳ(Ｌｉｎｕｘ等)での提案も
可能なように仕様の変更を希望します。

LinuxOSを採用することにより広範囲のネットワーク
監視ソフトウェアの提案が可能になります。

設計作業の手戻りを回避するために要件定義（案）に記
載の通りとします。

141 84

(別紙1)要件定義書
4.3.1(3)
[4-5]ローカルデータ用バッ
クアップソフトウェア

OS領域のリストアについても「OSを停止するこ
となく、任意のタイミングで実施できる」という仕
様に取れますが、OS領域についてはOSの停
止後にリストアする様、仕様の変更を希望しま
す。

OSを動作させながらOS領域をリストアした場合、正
常な動作は期待できなくなるため。

No139の回答を参照ください。

142 87

(別紙1)要件定義書
4.3.1(5)
音声読上げソフトウェア導入
対象機器一覧

3-21、3-22、3-23以外の機器には導入は必要
無いのではないでしょうか。

Webコンテンツを提示するサーバでのみ必要となる
のではないかと考えております。

意見を要件定義書に反映します。
3-21、3-22、3-23が導入対象機器となります。

143 91
(別紙1)要件定義書
5(1)

35km圏内の記載について、より広い範囲での
提案が可能であるように変更を希望します。

都心部では仕様に合致するデータセンタが少なく、
また、コストパフォーマンスが良くありません。範囲を
拡げることで、より良い提案の可能性が広がると考
えます。

機構からの距離を考慮した要件としておりますので要件
定義書（案）に記載の通りとします。

144 91
(別紙1)要件定義書
5(2)

専用建築物とする要件の削除を希望します。
他の要件を満たしていれば、専用／兼用の区別は
重要では無いと考えられます。

No60の回答を参照ください。

145 91
(別紙1)要件定義書
5(2)

「UPS及び自家発電機は冗長化され、」につい
て、「UPSと自家発電機は互いに冗長動作可能
であること」への変更を希望します。

現仕様ではUPSと自家発電機がそれぞれ冗長化さ
れていることが要求されており、提案可能なデータセ
ンターが限定されてしまいます。

・UPSについては冗長化が必要です。
・自家発電機については、No61の回答を参照ください。
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146 92
(別紙1)要件定義書
5(7)

作業スペースについて、データセンタ施設外で
の提案が可能であるよう仕様の変更を希望し
ます。

作業スペースを提供できるデータセンタは非常に限
定されます。記載の作業に関し、ネットワーク接続が
可能であれば、データセンタ施設内で無ければなら
ない理由が乏しいと考えられること、VPN等により開
発事業者のオフィスからのアクセスも可能であり、そ
の方が利便性が高いと考えられること、などを考慮
し、見直しを希望します。

総合テスト作業時の作業の効率化を考慮し、要件定義
書（案）に記載の通りとします。

147 仕様書P.6 ４．スケジュール
次期WAMNETシステムのサービス期間を追記
して頂きたいと考えます。

保守契約、データセンタ契約等、契約期間により、見
積金額に変動があるためです。

期間については、調達時に明らかにします。

148 仕様書P.７ 表４－１

ハードウェア・ソフトウェア搬入・設置（設定・動
作確認等）の完了が2010年（平成22年）2月16
日と記載されておりますが、その日迄はハード
ウェア・ソフトウェア搬入事業者が優先的に
ハードウェア・ソフトウェアを利用できることを明
記して頂きたいと考えます。

ハードウェア・ソフトウェア搬入・設置（設定・動作確
認等）の期間が限られており、設計・開発事業者が
その期間にテストなどで利用した場合、スケジュー
ルが厳しくなるためです（結合・総合テスト期間と重
なっているため、設計・開発事業者がその期間にテ
ストなどで利用されるのではと考えました）。

意見を要件定義書に反映します。

149 仕様書P.13
（３）動作確認実施計画書及
び動作確認仕様書の策定

設計・開発事業者作成の基本設計書・詳細設
計書・パラメータを2009年9月（応札準備期間）
に閲覧できることを、追記頂きたいと考えます。

見積段階（応札準備期間）に基本設計書・詳細設計
書・パラメータを閲覧することで、正確な見積がで
き、公平な入札が可能になると考えます。

設計・開発事業者が提供する基本設計書及びパラメータ
設計情報の範囲については閲覧資料にて確認可能で
す。

詳細設計書、具体的なパラメータ設計情報の内容につ
いては作成段階であるため、落札後に提示することとし
ます。

150 仕様書P.18 5.2.2　運用要件
媒体/マニュアル保管について、参考として現
状の保管量をご提示頂けますようお願い致しま
す。

データセンターでの保管場所等、検討する必要があ
るためです。

設計書及びマニュアル類で書架2本を使用しています。
媒体は、DDS、DVD、LTOを併せて約900本を保管してい
ます。
現状の保管量の詳細については閲覧資料にて確認可能
です。

151 仕様書P.19
5.3.2 ハードウェア・ソフトウェ
ア要件

データセンターに設置する機器の監視は、費用
対効果が期待できるのであれば、ハードウェ
ア・ソフトウェア搬入事業者が独自に構築し、
サービス提供する形も可能と追記して頂きたい
と考えます。

データセンターが提供する監視サービスに拘らず、
総合的な観点から本件に最適な監視サービスを提
供したいと考えるためです。

No14の回答を参照ください。

152 仕様書P.22 納入条件
成果物の納入場所、部数の概算数量をご提示
頂きたいと考えます。

左記情報により、見積金額に変動があるためです。

調達仕様書に成果物の納入場所及び部数を記載しま
す。
納入場所は、機構とします。
納入部数は、紙・電子でそれぞれ正：1部、副：2部としま
す。
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153 仕様書P.23 保証要件（２）
撤去、梱包、設置の明細な仕様をご提示頂きた
いと考えます。

受託者側の作業ミス発生のリスクを極力減らすと共
に、見積の精度向上にも寄与する情報と考えますの
で、可能な限りお示しいただきたく存じます。

撤去、梱包、設置等は、安全性が確保されることを前提
とします。具体的な実施方法は、提案者の検討事項と考
えます。ハードウェア・ソフトウェア納入事業者は、実施
方法を機構に説明し了承を得たのち作業を実施すること
になります。

現行の電子申請システム関連資料は閲覧資料にて確認
が可能です。

154 仕様書P.23 保証要件（２）、（３）、（４）

「ハードウェア・ソフトウェア搬入事業者が負担
すること」を「ハードウェア・ソフトウェア搬入事
業者の責任が明らかな場合には負担すること」
に変更して頂きたいと考えます。

責任所在を明確化する事により、見積金額の精度
向上に繋がると考えます。

意見を調達仕様書に反映します。

155 仕様書P.23 保証要件（４）

設計・開発事業者が提供すべき情報（基本設
計書・詳細設計書・パラメータ等）が遅れた場合
には、負担義務がない旨を追記頂きたいと考え
ます。

設計・開発事業者が提供すべき情報（基本設計書・
詳細設計書・パラメータ等）が遅れた場合、作業遅
延の回避が困難であるためです。

No154の回答を参照ください。

156 仕様書P.30 9.5　損害賠償
損害賠償の限度額は、契約金額以内と変更し
て頂きたいと考えます。

仕様書の時点から明確にしておくことにより、契約時
の調整が不要となります。

限度額については、契約締結時に、双方協議の上決定
することとします。

157
要件定義書

P.6
3.1 搬入・設置に関する作業
要件（４）

機構内LAN回線を引くため、既存の図面（前回
の工事図面等）を2009年9月（応札準備期間）
に閲覧できることを、追記頂きたいと考えます。

見積段階（応札準備期間）に既存の図面（前回の工
事図面等）を閲覧することで、正確な見積ができ、公
平な入札が可能になると考えます。

前回の工事図面等は存在しませんが、機構内のフロア
レイアウトは、閲覧資料で確認が可能です。

158
要件定義書

P.12
（２）移設前作業

設計・開発事業者側からの監視エージェントの
パラメータ以外に、電子申請システム側からも
監視マネージャと監視エージェントの設定情報
について、電子申請システム側から提供される
ことを追記頂きたいと考えます。

電子申請システムに導入されていた製品と同じもの
を導入し、移行リスクを低減したいと考えます。

意見を要件定義書に反映します。

電子申請システムの移設前のパラメータは閲覧資料に
て確認可能です。
なお、電子申請システムの移設前のパラメータは落札後
に提示します。
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159
要件定義書

P.19
3.5.4 SSLサーバ証明書の取
得と更新作業

サーバ証明書の数量、種類、認証期間、更新
頻度の情報をご提示頂きたいと考えます。

左記情報により、見積金額に変動があるためです。

サーバ証明書の数量、種類については、4.3.1サーバ機
器稼働ソフトウェア要件の（3）サーバ機器稼働ソフトウェ
ア個別要件 及び（4）SSLサーバ証明書ライセンス対象
機器一覧を参照ください。
サーバ証明書の期間及びそれに伴う更新頻度について
はハードウェア・ソフトウェア納入事業者の検討事項と考
えます。

160
要件定義書

P.29
ファイアウォール兼侵入防御
装置

ファイアウォール兼侵入防御装置は、別々の装
置で実装しても良い旨、追記頂きたいと考えま
す。

設計に自由度を持たせ、より良いサービスを提供す
るためです。

設計作業の手戻りを回避するため、要件定義書（案）に
記載の通りとします。

161
要件定義書

P.30
リバースプロキシサーバ

リバースプロキシサーバにて、URLマッピング
（変換）を実施しない場合、その旨明記頂きた
いと考えます。

左記情報により、見積金額に変動があるためです。
URLマッピング機能は必要なため要件定義書に記載しま
す。

162 P.12

調達仕様書（案）
5.2.1 導入・設置及び移設に
関する作業要件
(2)搬入・設置実施計画書の
策定

「本ハードウェア・ソフトウェア納入事業者は、
(中略) 必要に応じて記載事項を追加するこ
と。」と記載がありますが、最低価格入札方式
では技術評価による加点がないため、仕様書
に具体的に記載がない要件については、入札
業者は価格競争の誘因が高く、仕様書に記載
がないことを見積もりに含めますと価格不利に
なるため、追加で見積をすることはないと思い
ます。従いまして、必要な作業要件については
具体的に記載していただくか技術評価を実施
し、加点していただける総合評価方式の採用を
お願いいたします。

情報システムに係る政府調達の基本指針　実務手
引書によれば「分離調達における総合評価落札方
式の運用」とあります。分離調達においては、一括
調達に比して事業者に高い技術力が求められるた
め、総合評価落札方式の運用が適切と考えます。

調達仕様書（案）の搬入・設置実施計画書の策定には搬
入・設置実施計画書に記載が必要と考える事項につい
て示しています。提案する製品に依存する事項がある場
合は、記載に含めることを想定しています。
調達方式については最低価格落札方式とします。

163 14

調達仕様書（案）
5.2.1 導入・設置及び移設に
関する作業要件
(6) 設計・開発事業者への運
用・保守引継ぎの実施

HWSW納入事業者が作成する「正常稼動時の
動作状態、異常の判断基準と異常発生時の対
応等」は、機器やOSレベルなど単体レベルに
留まると理解して宜しいでしょうか。

HWSW納入事業者は設計を行わないため、WAM
NETとして正常／異常の判断を行うことができない
ため。

提案者の認識の通りです。
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164 21
調達仕様書（案）
5.5 成果物及び提出期限
※1

明確に指定されていないソフトウェアの設計と
パラメータについても、設計・開発事業者が実
施すると理解して宜しいでしょうか。
また、パラメータ等の設定に必要な情報が不足
した場合には、設計・開発事業者から回答を得
られると理解して宜しいでしょうか。

HWSW納入事業者はWAM NETを理解していません
が、必要な情報が提供されるのか不明なため。
スケジュール的にも詳細な設計が完了している事を
前提にする必要があるため。

”明確に指定されていないソフトウェア”が何を指すのか
不明ですが、設計・開発事業者は、ハードウェア、ソフト
ウェア等に設定する具体的な設定値の基となるパラメー
タ設計情報を作成します。
ハードウェア・ソフトウェア納入事業者は、設計・開発事
業者から提供されるパラメータ設計情報を基に納入する
ハードウェア、ソフトウェア等に設定する具体的な設定値
の確定を行います。
ハードウェア・ソフトウェア納入事業者は、具体的な設定
値を確定させるにおいて設計・開発事業者に確認する事
項が発生した場合は、確認・協議等の支援を受けること
ができます。

165 21
調達仕様書（案）
5.5 成果物及び提出期限
※3、※4

動作確認実施計画書、動作確認仕様書に記載
される内容は、機器単体レベルでの稼動を確
認する目的と考えて良いでしょうか。

HWSW納入事業者はWAM NETを理解していない事
から、システムとしての確認を行えないため。

機器単体レベルの稼働確認を目的とするものではなくシ
ステムのプラットフォームとしての動作確認を行うことが
目的となります。動作確認仕様書にはネットワーク機器
及びサーバ機器等のネットワーク疎通確認（LAN、
WAN）、ハードウェア単体動作確認、OS、ミドルウェア等
導入するソフトウェアの動作確認、冗長化構成の切替動
作確認、脆弱性検査等を含む必要があります。動作確
認内容については設計・開発事業者が確認することとし
ています。

166 23
調達仕様書（案）
6. 保証要件
(4)

設計の不備不足による作業遅延の場合には、
費用負担を求められないと理解して良いでしょ
うか。

HWSW納入事業者がWAM NETを理解し、設計以降
の作業を行うことはスケジュール的に難しいと考えら
れるため。

明らかにハードウェア・ソフトウェア納入事業者の責でな
い場合は、費用負担を求めません。

167 2
要件定義書（案）
1.システム概要

「想定会員数は70,000機関以上」の記述があり
ますが、クライアントライセンスの正確な見積り
をご提示するために、想定会員数の上限をご
提示いただけないでしょうか。

No86の回答を参照ください。

168 8
要件定義書（案）
3.1 搬入・設置に関する作業
要件

「ソフトウェアインストールマニュアルの記載内
容については、設計・開発事業者と整合し、修
正が必要な場合にはハードウェア・ソフトウェア
納入事業者は修正を行うこと」の記述がありま
すが、設計・開発事業者が想定したソフトウェア
と、ハードウェア・ソフトウェア納入事業者が納
入するソフトウェアが異なる場合、「ソフトウェア
構成表」「各種パラメータシート」が一致しない
ケースがあります。
そのような場合でも、ハードウェア・ソフトウェア
納入事業者が必要とする情報は、設計・開発
事業者から提供されるのでしょうか。

パラメータ設計について、ハードウェア・ソフトウェア納入
業者の役割と設計・開発事業者の役割が明確になるよう
に調達資料の記載を見直します。

設計・開発事業者は、ハードウェア、ソフトウェア等に設
定する具体的な設定値の基となるパラメータ設計情報を
作成します。
ハードウェア・ソフトウェア納入事業者は、設計・開発事
業者から提供されるパラメータ設計情報を基に納入する
ハードウェア、ソフトウェア等に設定する具体的な設定値
の確定を行います。
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意見回答

番号 ページ 章番号・項番号・タイトル等 意見等 理由 回答

169
7
8

要件定義書（案）
3.1 搬入・設置に関する作業
要件
(7) ハードウェアの設置と各
種設定
(8) ソフトウェアのインストー
ルと各種設定
(10) ハードウェアの動作確
認
(11) ソフトウェアの動作確認

HWSW納入事業者の各種設定作業等、および
動作確認は、作業を開始する時点で設計・開
発事業者から引継ぎを受ける次の資料により
可能な範囲で実施すると理解して宜しいでしょ
うか。
　　- 基本設計書
　　- ネットワーク仕様書
　　- システム構成図
　　- ソフトウェア構成表
　　- 各種パラメータシート
基本設計書には、リバース・プロキシ、ファイア
ウォール、侵入検知などを含む全体の設計が
含まれると理解して宜しいでしょうか。

作業量を正しく理解するために確認する必要があり
ます。
HWSW納入事業者は、WAM NETを理解していないた
め、設定に必要な情報を入手する必要があります。

可能な範囲での作業ではなくシステムのプラットフォーム
としての動作の確認が必要となります。
設計・開発事業者は、ハードウェア、ソフトウェア等に設
定する具体的な設定値の基となるパラメータ設計情報を
作成します。
ハードウェア・ソフトウェア納入事業者は、設計・開発事
業者から提供されるパラメータ設計情報を基に納入する
ハードウェア、ソフトウェア等に設定する具体的な設定値
の確定を行い、動作確認等を行うことになります。
リバース・プロキシ、ファイアウォール、侵入検知につい
てはネットワーク仕様書に含まれます。

なお、要件定義書（案）に記載しているネットワーク仕様
書、システム構成図、ソフトウェア構成表は、基本設計書
の一部であるため要件定義書で記載を見直します。
基本設計書及び設計・開発事業者が提供するパラメータ
設計情報の範囲については閲覧資料にて確認可能で
す。

170
7
8

同上

HWSW納入事業者の納品に関する責任は次の
ように考えて正しいでしょうか。
　　- 調達仕様書と要件定義書の要件を満たし
ているか。
　　- 調達仕様書と要件定義書の要件とは異な
るが、次の条件を満足できるか。
　　　　① 意図しているものと同等以上の機能
を実現できる
　　　　② 設計開発作業に影響を及ぼさない
　　　　③ 設計をHWSW納入事業者が独自に実
施し、適切なパラメータ設定を行える

より良い製品のご提供が制限されないことを確認し
たいため。

ハードウェア・ソフトウェア納入事業者の納品に関する責
任は調達仕様書と要件定義書の要件を満たしていること
になります。

171 13

要件定義書（案）
3.2 電子申請システム移設
要件
(7) 本システムとの連動動作
確認における支援作業

ネットワーク、監視エージェントの各種設定、
ハードウェア構成の設備・結線についてと記述
がありますが、ネットワークや監視エージェント
の設定に関連してＯＳやソフトウェアへの設定
作業も発生することが考えられます。パラメータ
シーとを含む情報が提供されるのでしょうか。

適正な要員計画を行うためと、作業役務が受託車間
で跨った場合の、テストおよび問題発生時の切り分
けを明確にすることが必要と考えるため。

設計・開発事業者は、OSのネットワークに関するパラ
メータ設計情報、監視エージェントで監視する項目の情
報を提供します。監視エージェント設定はハードウェア・
ソフトウェア納入事業者の責任で実施します。

172 14
要件定義書（案）
3.3 運用要件

「・媒体/マニュアル保管」とありますが、過般記
憶媒体の必要数をお教えください。

設計段階のため必要な可搬記憶媒体数については未決
定です。
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意見回答

番号 ページ 章番号・項番号・タイトル等 意見等 理由 回答

173 19
要件定義書（案）
3.5 保守要件
3.5.3 ソフトウェア保守要件

要件として提示されている、「ソフトウェアライセ
ンスが有効期限切れになる前にその更新作業
を行うこと」と記述がありますが、バージョンアッ
プ等は本調達の作業範囲外との理解でよろし
いでしょうか。

システムライフサイクルを計画した更新計画を適正
に行うため。

提案者の認識の通りです。

174 23

要件定義書（案）
4.1.3 ネットワーク構成
　業務で使用するLAN回線
図、
　管理セグメント回線図、
　バックアップセグメント回線
図

"バッチ処理兼メールサーバ"のみフォルト・トレ
ラント構成と書かれていますが、他の方式によ
る冗長化構成でもよろしいでしょうか。

 システム利用者に大きな影響を与えるRDBサーバ
にクラスタ構成を採用しているにも係らず、限定的な
影響しか与えない該当サーバーに特別な技術を使
用する理由をお教えください。

No33の回答を参照ください。

175

47

48

50

要件定義書（案）
認証＃１サーバ[2-1]
認証＃１サーバ[2-2]

LDAP#1サーバ[３－３]
LDAP#２サーバ[３－４]

DB#3サーバ[３－１６]
DB#４サーバ[３－１７]

・CPU
"Intel製4コア型で動作クロック3.3GHｚ以上の
サーバ向け64ビットCPU IntelXeonプロセッサ
E5470相当又はそれ以上であること
プロセッサを2つ以上有すること”
という記述を以下に変更頂けませんでしょう
か。
"Intel製4コア型で動作クロック2.93GHｚ以上の
サーバ向け64ビットCPU IntelXeonプロセッサ
X5570相当又はそれ以上であること
プロセッサを2つ以上有すること”

Xeon E5400番台は今後終息へ向かう製品であり、
調達時期にはXeon E5400番台をご提供するのは難
しい為、最新のCPUであるXeon X5500番台へ変更
いただきたい。

例として弊社製品であるSystem x 3650 M2モデルで
CPUスペックの比較をした結果、クロック数が低くて
もXeon E5470よりXeon X5570の方が遥かに高性能
であることから変更しても問題はないと考えます。

x3650M2(Xeon X5570 2.93GHz 2CPU)
SPEC int2006 rate = 250
SPEC FP2006 rate = 196

x3650(Xeon E5470 3.33GHz 2CPU)
SPEC int2006 rate = 148
SPEC FP2006 rate = 81.7

意見の要件も可能となるように要件定義書を見直しま
す。
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意見回答

番号 ページ 章番号・項番号・タイトル等 意見等 理由 回答

176

47

48

49

54

55

要件定義書（案）
外側主DNS/副Mail/NTP
サーバ[2-3]
外側主Mail/副DNS/NTP
サーバ[2-4]

内側主DNS/副Mail/NTP
サーバ[3-1]
内側主Mail/副DNS/NTP
サーバ[3-2]

ファイル共有＃１サーバ[３－
７]
ファイル共有＃２サーバ[３－
８]

OS管理サーバ[４－２]
侵入・ウィルス・FW管理サー
バ[４－３]

NW管理サーバ[４－４]
システムログサーバ[４－５]

・CPU
"Intel製4コア型で動作クロック2GHｚ以上の
サーバ向け64ビットCPU IntelXeonプロセッサ
E5405相当又はそれ以上であること”
という記述を以下に変更頂けませんでしょう
か。
"Intel製4コア型で動作クロック2GHｚ以上の
サーバ向け64ビットCPU IntelXeonプロセッサ
X5504相当又はそれ以上であること”

Xeon E5400番台は今後終息へ向かう製品であり、
調達時期にはXeon E5400番台をご提供するのは難
しい為、最新のCPUであるXeon X5500番台へ変更
いただきたい。

x3650M2(Xeon X5570 2.93GHz 2CPU)
SPEC int2006 rate = 250
SPEC FP2006 rate = 196

x3650(Xeon x5450 3GHz 2CPU)
SPEC int2006 rate = 132
SPEC FP2006 rate = 75.2

No175の回答を参照ください。

177

48

49

50

51

54

要件定義書（案）
動画配信＃１サーバ[３－５]
動画配信＃２サーバ[３－６]

テスト(Notes)サーバ[３－１
０]

テスト(Java)サーバ[３－１１]

MTA＃１サーバ[３－１９]
MTA＃１サーバ[３－２０]

コールログDBサーバ[４－１]

・CPU
"Intel製4コア型で動作クロック3GHｚ以上の
サーバ向け64ビットCPU IntelXeonプロセッサ
E5450相当又はそれ以上であること”
という記述を以下に変更頂けませんでしょう
か。
"Intel製4コア型で動作クロック2.93GHｚ以上の
サーバ向け64ビットCPU IntelXeonプロセッサ
X5570相当又はそれ以上であること”

Xeon E5400番台は今後終息へ向かう製品であり、
調達時期にはXeon E5400番台をご提供するのは難
しい為、最新のCPUであるXeon X5500番台へ変更
いただきたい。

No175の回答を参照ください。
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番号 ページ 章番号・項番号・タイトル等 意見等 理由 回答

178

49

50

52

53

55

56

要件定義書（案）
全文検索サーバ[３－９]

WebAP#1サーバ[３－１２]
WebAP#２サーバ[３－１３]
WebAP#３サーバ[３－１４]
WebAP#４サーバ[３－１５]

WebAP#1サーバ[３－２１]
WebAP#２サーバ[３－２２]
WebAP#３サーバ[３－２３]
DB#１サーバ[３－２４]
DB#２サーバ[３－２５]

LEIサーバ[３－２６]
バッチ処理兼メール＃１サー
バ[３－２７]/バッチ処理兼
メール＃２サーバ[３－２８]

バックアップ＃１サーバ[４－
６]

バックアップ＃２サーバ[４－
６]

・CPU
"Intel製4コア型で動作クロック3GHｚ以上の
サーバ向け64ビットCPU IntelXeonプロセッサ
E5450相当又はそれ以上であること
プロセッサを2つ以上有すること”
という記述を以下に変更頂けませんでしょう
か。
"Intel製4コア型で動作クロック2.93GHｚ以上の
サーバ向け64ビットCPU IntelXeonプロセッサ
X5570相当又はそれ以上であること
プロセッサを2つ以上有すること”

Xeon E5400番台は今後終息へ向かう製品であり、
調達時期にはXeon E5400番台をご提供するのは難
しい為、最新のCPUであるXeon X5500番台へ変更
いただきたい。

例として弊社製品であるSystem x 3650 M2モデルで
CPUスペックの比較をした結果、クロック数が低くて
もXeon E5450よりXeon X5570の方が遥かに高性能
であることから変更しても問題はないと考えます。

x3650M2(Xeon X5570 2.93GHz 2CPU)
SPEC int2006 rate = 250
SPEC FP2006 rate = 196

x3650(Xeon x5450 3GHz 2CPU)
SPEC int2006 rate = 132
SPEC FP2006 rate = 75.2

No175の回答を参照ください。
なお、バッチ処理兼メール#1サーバ[3-27]/バッチ処理
兼メール#2サーバ[3-28]については要件定義書（案）に
記載の通りとします。

179

54

55

56

要件定義書（案）
コールログDBサーバ[４－１]

システムログサーバ[４－５]

バックアップ＃２サーバ[４－
６]

テープドライブ-"AIT5規格相当の磁気テープメ
ディアに対応したテープドライブを有すること"と
記載がありますが、LTO4規格によるテープドラ
イブをご提案しても構わないでしょうか。

LTO4はAIT5よりも容量、転送速度ともに優位性があ
ります。
テープライブラリではLTO４を採用しており、LTOで
テープ媒体を統一することが可能になります。

No52の回答を参照ください。

180 63
要件定義書（案）
4.3.1.サーバ機器稼動ソフト
ウェア要件

 (2)バックアップ要件の「システムイメージ用
バックアップ」および「ローカルデータ用バック
アップ」に「各サーバの内蔵ディスクについてシ
ステム領域（OS領域）のディスクイメージを作成
し、そのイメージデータをバックアップサーバに
転送し保管する。」とありますが、内蔵ディスク
に作成せず、直接バックアップ・サーバに転送
し保管する方法も可能とさせていただけますで
しょうか。

同一機器の内蔵ディスク上にバックアップイメージを
作成すると、転送前にディスク障害が生じた場合、
バックアップ取得が確実に完了できない可能性が生
じます。

データの保全や復旧時間の短縮を目的とした要件であ
るため、要件定義書（案）に記載の通りとします。
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番号 ページ 章番号・項番号・タイトル等 意見等 理由 回答

181

特にOSがLinuxの場合、「オペレーティングシス
テムの実行を停止することなく、任意のタイミン
グでオペレーティングシステムの動作している
ハードディスクボリュームをバックアップ可能な
こと」とありますが、この要件をを削除いただけ
ますよう、お願いいたします。

OSを停止せずにバックアップを実行することはシス
テム運用の安定性を考えた場合に、特にLinux環境
においてリスクが高いと考えます。
サーバが二重化されているため、無停止バックアッ
プを行う必要はありません。

ライセンス数の低減を考慮したものであり、また技術的
に問題ない要件と考えますので要件定義書（案）に記載
の通りとします。

182

「バックアップ内容の暗号化機能を持つこと」と
ありますが、バックアップ・データについて暗号
化でなくバイナリとして保管することで直接デー
タを見ることができない方式でも可としていただ
けますよう、ご検討お願いいたします。

システムイメージのバックアップを暗号化する必要
は無いと考えます。

要件定義書（案）に記載の通りとします。

183 74

要件定義書（案）
4.3.1(3) [3-16][3-17]データ
ベース用クラスタリングソフト
ウェア

CLUSTERPRO X2.0以外の提案も可能としてい
ただけるよう検討ください。

同等の機能を有するクラスタリングソフトウェアは市
場に多く出回っており、製品指定する必然性が感じ
られません。

No37の回答を参照ください。

184 76, 77,79
要件定義書（案）
4.3.1.サーバ機器稼動ソフト
ウェア要件

クライアントライセンスが必要なソフトウェアの
正確な見積りをご提示するために、各種ソフト
ウェアにアクセスするユーザの詳細をお教え下
さい。
　例： Notesクライアント数、開発/保守用のライ
センス数など

要件定義書に必要なクライアント数の要件を記載しま
す。
Notesクライアント（開発機能無し）は、13台（P.88～P.90
の[C-1]～[C-12]、[K-51]）に導入が必要となります。
Notesクライアントの開発機能は、12台（P.90[H-1]～[H-
12]）に導入が必要となります。

64

65

66

67

84

要件定義書（案）
認証＃１サーバ[2-1]
認証＃１サーバ[2-2]

外側主DNS/副Mail/NTP
サーバ[2-3]
外側主Mail/副DNS/NTP
サーバ[2-4]

内側主DNS/副Mail/NTP
サーバ[3-1]
内側主Mail/副DNS/NTP
サーバ[3-2]

LDAP#1サーバ[３－３]
LDAP#２サーバ[３－４]

システムログサーバ[４－５]

システムイメージ用バック
アップエージェント
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番号 ページ 章番号・項番号・タイトル等 意見等 理由 回答

185 87

要件定義書（案）
4.3.1 サーバ機器稼動ソフト
ウェア要件
(4) SSLサーバ証明書ライセ
ンス対象機器一覧

LDAPサーバにもSSLサーバ証明書が必要で
しょうか。

LDAPサーバにもSSLサーバ証明書が必要です。

186 87

要件定義書（案）
4.3.1 サーバ機器稼動ソフト
ウェア要件
(5) 音声読上げソフトウェア
導入対象機器一覧

9台すべてに同じソフトウェアを導入する必要が
あるでしょうか。

No142の回答を参照ください。

187 別紙2
要件定義書（案）
役割分担表
5. 搬入・設置

 "OS、ソフトウェア、ネットワーク等の設定値
は、設計・開発事業者の設計範囲となる"と記
載されていますが、HWSW納入事業者が納入
するすべてが対象に行われると考えてよろしい
でしょうか。

作業量を正しく見積もるために必要になります。ま
た、スケジュール的にもHWSW納入事業者が設計作
業を行うことは難しいと考えます。

パラメータ設計について、ハードウェア・ソフトウェア納入
業者の役割と設計・開発事業者の役割が明確になるよう
に調達資料の記載を見直します。

設計・開発事業者は、ハードウェア、ソフトウェア等に設
定する具体的な設定値の基となるパラメータ設計情報を
作成します。
ハードウェア・ソフトウェア納入事業者は、設計・開発事
業者から提供されるパラメータ設計情報を基に納入する
ハードウェア、ソフトウェア等に設定する具体的な設定値
を確定させます。
設計・開発事業者が作成するパラメータ設計情報の範囲
については閲覧資料にて確認可能です。

188 35

要件定義書（案）
４．２．３　サーバ・クライアン
ト機器一覧
（２）サーバ機器一覧
　認証サーバ＃１　[２－１]
　認証サーバ＃２　[２－４]

ユーザ認証機能とリバースプロキシ機能が統
合された製品を調達する方針に見直をしては
いががでしょうか。

ユーザ認証機能とリバースプロキシ機能が統合され
た製品を導入することにより調達コスト、運用管理コ
ストが削減されます。
障害ポイントの削減にもつながり運用品質が高める
と想定されます。

要件定義書（案）に記載の通りとします。
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189 67

要件定義書（案）
４．３　ソフトウェア要件
４．３．１　サーバ機器稼動ソ
フトウェア要件
（３）サーバ機器稼動ソフト
ウェア個別要件
　ＬＤＡＰ＃１サーバ[３－３]
　ＬＤＡＰ＃２サーバ[３－４]

オペレーティングシステムが｢Ｌｉｎｕｘ標準仕様
（ＬＳＢ）｣を前提とした条件となっておりますが｢
最新のMicrosoftWindowsActiveDirectory規格
に準拠又は対応とする」に変更されたほうがよ
ろしいかと考えます。

ClientPCとの親和性の高い
MicrosoftWindowsActiveDirectoryを導入することで
運用管理コストの効率化が図れると考えられます。

設計への手戻りを回避するため、要件定義書（案）に記
載の通りとします。

190 74

要件定義書（案）
４．３　ソフトウェア要件
４．３．１　サーバ機器稼動ソ
フトウェア要件
（３）サーバ機器稼動ソフト
ウェア個別要件
　DB＃３サーバ[３－１６]
　DB＃４サーバ[３－１７]

データベースサーバ用クラスタリングソフトウェ
アの｢NEC　CLUSTER　PROX2.0以上であるこ
と｣の記述を｢OracleDatabase11gとの親和性を
考慮したクラスタリングソフトウェアであること｣
に変更されたほうがよろしいかと考えます。

｢NEC　CLUSTER　PROX2.0以上であること｣だけで
は指標が曖昧と考えます。

No37の回答を参照ください。

191 92

要件定義書（案）
　データセンター要件
（６）施設・設備に関する障害
対応要件

「自家発電機の稼動テストを定期的に実施」の
記述に「月１回以上」の定量的な要件を付した
ほうがよろしいかと考えます。

同じ「定期的」であってもその周期によって品質が大
きく異なります。本システムを賄うデータセンターとし
ては「月１回以上の発電機稼動テスト」が妥当と考え
ます。
また｢年1回メーカー点検及び実負荷試験を実施｣を
条件に追加することで電源設備の信頼性がさらに向
上すると考えます。

定量的な要件を要件定義書に記載します。

192 18-19
要件定義書（案）
３．５　保守要件

ネットワーク保守、ハードウェア保守、ソフトウェ
ア保守の期間を明確に記述されたほうがよろし
いかと考えます。

時期を明確にすることでトータル保守費用の低減が
図れると考えられます。

No28の回答を参照ください。

193 18

要件定義書（案）
３．５　保守要件
３．５．１　ネットワーク保守要
件
３．５．２ ハードウェア保守

保守性向上のため、主要な機器を予備として配
置することがよいかと考えます。

障害時の機器調達にかかる時間を少なくすることで
保守性が向上しシステムのサービスレベルが高まる
と考えられます。

予備機の配置は不要です。

194 25

7.1 実績
(2)データセンターに関する
実績
本ハードウェア・ソフトウェア
納入業者が提案するータセ
ンターは1年以上の運用実
績があること

事業者として、データセンターの運用実績が1
年以上であれば、提案するデータセンターの運
用実績が１年未満でも問題ないと考えますの
で、以下のよ
うに修正をお願いします。
本ハードウェア・ソフトウェア納入業者が提案す
るデータセンターの事業者は、1年以上のデー
タセンター運用実績があること。

提案するデータセンターの選択肢を広げるため。ま
た、経験豊富なデータセンター事業者が運営する、
最新のデータセンターを選択できるようにするため。

施設の稼働実績も考慮が必要と考えているため調達仕
様書（案）に記載の通りとします。
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195 25 7.2 認証・資格等

認証・資格に、以下の項目を追加して下さい。
応札者は、経済産業省の「システムインテグ
レータ(SI)登録」に登録されていること。また、
「特定システムオペレーション(SO)企業」に認定
されていること。

本システムの規模のシステム構築、及びデータセン
ター業務を的確に遂行できる能力を証明するため。

特に必要ないと考えるため、調達仕様書（案）に記載の
通りとします。

196 2

1.システム概要
本システムの想定会員数は
70,０００機関以上、想定利用
者数は1日あたり10,000人以
上、想定ヒット数は1日あたり
720,000件以上である。

1日あたりの想定ヒット数が記載されています
が、ピーク時の想定ヒット数(TPS)も記載して下
さい。

機器のサイジングの参考とさせて頂きたく存じます。

サイジング検討を基に要件を確定しておりますので要件
定義書（案）に記載の通りとします。

各機器の要件については、次の箇所を参照ください。
4.2.2ネットワーク機器要件
4.2.4サーバ機器要件
4.2.5クライアント機器要件

197 18

3．5.2 ハードウェア保守
・ハードウェアの定期点検を
行い、その実施状況は運用・
保守業者へ報告すること。

ハードウェアの定期点検の頻度を記載して下さ
い。

見積範囲を明確にするため。
要件定義書に定期点検の頻度を記載します。
ハードウェアの定期点検の頻度は、1回/半年とします。

198 20

4.1.2 ネットワーク個別要件
(2)インターネット接続要件
・帯域制御タイプを選択する
場合は、1Mbps単位での制
御が可能であること。

本システムのインターネット回線容量・帯域保
証の規模ですと、1Mbps単位での制御は必要
ないと考えますので、削除して頂ければと存じ
ます。

提案するデータセンターの選択肢を広げるため。 要件定義書（案）に記載の通りとします。

199 91

5.データセンター要件
(2)建物に関する要件
12項目目
・雷対策として、施設は落雷
防止対策のための避雷針が
設置されていること。また、
施設における電力線及び通
信ケーブルについても落雷
防止対策が施されているこ
と。さらに、電源ケーブルの
地中引込による高圧及び低
圧の対策が施されているこ
と。

通信ケーブルに落雷する可能性はないと思い
ますので、具体的な対策例を明示して下さい。

データセンター選択の条件を明確にするため。

落雷時の誘電を防止するための要件となりますので、誘
電防止策がとられていることが必要となります。
具体的な対策についてはハードウェア・ソフトウェア納入
事業者の検討事項と考えます。

39／40



意見回答

番号 ページ 章番号・項番号・タイトル等 意見等 理由 回答

200 92

5.データセンター要件
(7)作業スペースに関する要
件
1項目目
・本システムの総合テスト間
(約3ヶ月間)、33㎡以上の一
時的な作業スペースを確保
すること。また、運用開始後
も必要に応じて確保できるこ
と。

安定稼動までは確実に作業スペースを確保す
るため、以下の文章に変更される事をお勧めし
ます。
・本システムの搬入開始から1年間、33㎡以上
の一時的な作業スペースを確保すること。

空き状況によっては、スペースを確保できない場合
があるため。

要件定義書（案）に記載の通りとします。
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